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は じ め に

本報告書は.財団法人アジア人H･開発協会が,昭和60年度厚生省 ･社団法人国際厚生事

業団委託事業 ｢東南アジア諸国等人口･開発基礎調査｣を受託し,インド国で実施したもの

である｡調査及び取りまとめ等については,本協会内に設置した国内検討委員会 (主査黒EEl

俊夫 日本大学人口研究所名誉所長)委員を中心に行ったo

調査の目的は,｢東南アジア諸国等における人口問題等に対する対策が十分な成果をあげう

るためには.それぞれの国の人口増加.疾病と死亡一人口再生産,人口分布と国内移動等の

人口動態並びに,家族構成,年齢構造等を含む人口構造の静態を詳細に把握し,これが各国

の生活 ･福祉及び保健医療に与える影響,相互の関係等について,検討を進めることが必要で

ある｡このため,東南アンア諸国等の人口動態の詳細な動向,生活 ･福祉及び保健医療の現

状等について調査分析を行い,アジア諸国の人口と開発問題の解決に寄与することを目的と

する｣であるo

調査に当たり現地では,サット･ポ-ル ･ミタール人口と開発問題議員連盟会長遊びに在

イソト日本大使館穂崎巧大使,堀内仲介公使,宮永豊司一等書記官に計画全体にわたるこ指

導 ･こ協力を.また.ガンディ･メモリアル ･パブリックスク-ルの教師, ミタール会長の

グループ の方々に調査期間中こ同行 ･こ協力いただいた｡

国内では,厚生省大臣官房政策課並びに外務省経済協力局政策課関係各位に調査実施にあ

たりこ指導 ･乙便宜をいただいた｡

ここ に深甚なる謝意を蓑する次第である｡

終わりに.この報告書が今後インド国の人口と開発プロクラムと日本政府の有効な協力の

進展に役立つことを舞扇うものであるo

尚本報告書は本協会の責任において作成したものであり,厚生省あるいは日本国政府の見解

や政策を反映するものではないことを付記したい｡

昭和61年 3月

財団法人 アジア人口･開発協会

理事長 EEE 中 龍 夫
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総括 人口･福祉･都市化

序章 総括 ‥人口 ｡福祉 ･都市化

1 インド人口の動向と政策

インドは第2次大戦後,いち早く1951年に家族計画を政府の政策として採用した国として

注目される｡人口増加とその経済的,社会的影響を重視するとともに,家族の福祉,保健水

準の向上に政策の重点を置いた｡

インドの人口は7億4,363万人 (1984年)で.10倍を超える中国に次く世界第2の巨大人口

を擁している｡人口増加率を見ると,1961 1971年の10年間の増加率は24.8%であり.さら

に1971 1981年の10年間では25%であって,若干ではあるが反って増加しているoインド政

肘の推計によると.1991年には8位3.720万人 2001年には9倍9,600万人に連する｡これは,

1981 1991年の年平均増加率が2%に低下し,さらに1991 2001年には年平均1.6%に低下す

るという予測に基いているoそれでも年平均増加数は.19861991年には1,524万人 1991 1996年

には1,520万人 1996 2001年には1,457力人である｡1981年のインド人口は6億8,520万人で

あるから,2001年までの20年間に3億1,080万人という増加が予測されている｡

この人口増加を人口動態(表 1参照)の観点から見ると,1970年代の初めのころの出生率は

37.2,死亡率は161であり,したがって自然増加率は21.1,すなわち2.1%の増加率である｡

この出生率もその後緩慢ではあるが,着実な低下傾向を示しており.1976年以降は33の水準

にあるo他方 死亡率は,1977年ころまでは顕著な低下傾向はみられず.15の水準にとど

まっていた｡その結果,自然増加率は1970-1972年の2.11%が1976 78年には1.88%にまで

低下した｡しかし,その後.死亡率の低下速度が出生率の低下速度よりも著しかったため,
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自然増加率は増大傾向に転じ,1980-1982年には215%に達し,この10年間では最高水準を

示 した｡もっとも,1984年には出生率の低下と死亡率の増大の結果,自然増加率は195%へ

と低下を示したo

インドの出生率の低下は,以上の如く緩慢ではあるが,着実な低下傾向を持続しているこ

とと.特に注目すへき点は一都rh'人口の出生率の低水準とその低下傾向であるoLかし,19

76-1978年以降はほは27の水準が維持されている.都市化の進行はイントの出生率低下に貢献

することとなる｡しかしながら,圧倒的に多い農村人口の出Li=_率はなお35の高水準にあることと,死

亡率の同様な低下傾向によって,郡市,農村ともに年率2%前後の自然増加率水準が維持さ

れているO
蓑 l インドの全国.農村･斡市人口別人口動態率

出 生 率(駕｡) 死 亡 率(%) 自然増加率 (%｡)

372 387 302 16.I 176 101 211 2ユ1 20i

363 37.7 300 159 174 99 20.4 203 20i

353 36.7 294 157 173 97 196 194 197

348 362 286 153 16.8 97 19.5 19.4 18.9

34Li361284 15.0 16.5 97 194 196 187

342 356 285 152 166 97 190 190 188

333 34.9 276 145 15.9 93 188 190 183

33.I 345 279 13.9 15.1 9.0 19.2 194 18g

33.3 34.5 281 131 142 86 202 20.3 19.5

338 353 275 12.7 13.9 7.9 211 214 196

33.8 354 276 123 135 77 215 21.9 19.9

329 134 195

資料 ,YeaIBook,1983 84,FamilyWelfaleProgrammeln

llldltl.Governmentoflndla▲MlnlStryOfHea一thand

FamllyWelfare.DepartmentofFamllyWelfare 1984

年は1984ESCAP PopulatlOnDataSheet

備考 ,年次は.それぞれ3年間の移動平均である｡

このようなイントの出生率の低下傾向は,人口の年齢構造にも表れている｡たとえば,0

-14歳人口の割合は38.3%と低く,65歳以上の高齢人口の割合は4.0%と若干高くなっている｡

南アジア諸国の巾ではスリ･ランカを除くと,子供人口比率はもっとも低く,高齢人口割合

はもっとも高い(蓑2参照)0

- 101



総括.人口･福祉･都市化

蓑2 南アジ7諸国人口の年齢構造

国 名

イ ン ド

アフガニスタン

バングラデシュ

ブ ー タ ン

イ ラ ン

ネ ノヾ - ル

パ キ ス タ ン

ス リ ラ ンカ

0-14歳人口割合(形)65歳以pt一人口割合(潔)
383 JLO 329

436 2.4 490

45.8 32 439

405 33 38-1

434 3.5 401

435 2.9 417

43.8 28 42.2

345 45 264

資料 日984ESCAPPopulatlOnDataSheet
備考;0 14歳人口.65歳以上人口のそれぞれの総人口に占める割合｡

表2には参考のため出生率を示しておいたが,スリ･ランカを除くと,南アジア諸国の中

ではインドの出生率がもっとも低く.その影響が子供人口比率の位水準と高齢人口比率の高

水準に反映している｡スリ･ランカの出生率は南アジアではもっとも低いだけに.年齢構造

においても子供人口割合は最低 高齢人口割合は最高となっている｡

母子の保健と福祉をふくむ家族計画が社会経済的開発政策の触媒となり,またその結果と

なることについての十分な認識の下に,インド政肘は,第6次 5ケ年計画 (1980-85)にお

いても家族計画プログラムに優先的地位を与えてきた｡そして,2000年における純再生産率

1という静止人口目標の下に,第7次 5ヶ年言佃 (1985-1990)では,避妊実行*.普通出

生軌 普通死亡率.年人口増加率,平均寿命,乳児死亡率についての言1画値を設定している｡い

ずれにしても,出生率の急速な低下によって, この人口目標の達成に全力を傾注している｡

t子供は2人Rというスローガンは広く受け入れられてはいるが,実際の合計特殊出生率は

4,41与あってなお著しく高い｡乳児死亡率もIi紬 3であって,スリ.ランカの32の3.5倍以上
2)

である｡出生率の低下を促進する重要な門按的要因は,乳児死亡率の低下であることは,広

く立証されているところである｡インド人口よりもなおはるかに大きい中国において,1949

年以前において乳児死亡率は200と著しく高かったが,今日では都市で12,農村で20-30とい
3)

う低水準に低 Fせしめることに成功している｡ このような乳児死亡率の画期的な改善が,中

国の出生率のめさましい低下の lつの有力な要因であったと思われる｡DelhlSchool｡f

EconomlCSのKr-shna教授が,農業の進歩や貧困者に対する食糧配給援助にもかかわらず,

人口の25%ないし40%は栄養不良の状態にあること,また貧困線(月あたり10米ドル未満)以
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下の人口が毎年約370万人増加している,と指摘してい㌔ 平均寿命を柵 の発表でみると19

80年の男は54.1年,女は547年であり,来世紀の始め(2001年)には,男64.1年,女656年に連

すると推計されているo今日の中国の平均寿命はすでに男658年,年69.8年に逢しており,

インドの2001年のそれよりもはるかに高い｡以上のことは,死亡率,特に乳幼児死亡率の改

善,そのための栄養水準の向上その他の治嵐 保鳳 福祉のための総合的施策の重要性と緊

急性を示唆しているようである｡

人口増加に開通して重要な課題は,その他のアジア諸国と同様イントにおいても都市化の

問題であるoLかし,インドの都市化は,タイの場合なととかなり異なった特徴がみられる｡

それは,タイが首位郡市としてのハックの存在に大きな特徴があるのに対して,インドには

首位都市は存在せず,いくたの複数の巨大都市が存在していることであるo都市人口の絶入
5)

Uに占める割合は24.7%であって,全国人tjの約 4分の 1を占めているoタイの都市化率

15.1%よりも高いが,パキスタンの291%よりも低く,またタイ以外のアセアン諸国のマ

レ-シア (30.7%),フィリピン (38.7%)- シソガポ-ル (74.1%)よりも低 く,インド

ネシア (24.1%)とはほ同水準である｡インドネシアが枚数の大都市をもっている点にお

いては,インドに類似している｡日本では1930年の市部人目比率が24.0%であったO

インドには人口100万人以上の大都市が12市あるが,そのうち400万人以上の巨大都市が4市

ある｡カルカ ッタ (916万).ボンベイ (822万),デリ- (571万),マドラス (427万)の4市

である｡

インり＼口はなお圧倒的に農村人口である｡また,その広大な地域,宗艶 言語の地方的

特徴,地方分権的政治制度の影響もあり,人口移動の大半は農村から農村へ移動である｡し

かし,それにもかかわらず,都市人口の増加率は著しく高い01971-1981年の10年間の人口

増加率は,全国人口では25.0%であるのに対して,都市人口は463%と高い｡ このような増

加する都市人口の人口学的行軌 公衆衛生 福祉,生活構造,社会意識等を.特に移動人口,定

着人口についてその実態を明らかにしようとしたのが本調査である｡ このような小規模ながら

ら,現地住民のアンケ-トを中心とした調査がなんらかの行政施策上に貢献することができ

れば幸いである｡
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総括:人口･福祉･都市化

2 発展途上国の保健問題と国際協力について

川 プライマリ･ヘルスケア

6)
第 2次世界大戦後の世界の保健医療活動は包括保健としての性格をおびてきた｡先ず,19

50年代の後半から1960年代にかけては,WHOの指導授助もあって保健医療のシステム化,

国のレベルでの保健計画が強くおしすすめられたが,1970年代にはひとつの反省がみられ,

やがてWHOで政策転換とよんでもよいほどの変革がひきおこされ,プライマリ･ヘルスケ

ア推進の大きな流れとなった｡その最大の理由は.発展途上国の健康水準の改善が思うよう

にすすまないままに,先進国との格差がますます開いていくという状況に強い関心が寄せら

れたことにあった｡

(2)アルマーアタ宣言

1978年にソ連のアルマ-アタで,WHOとユニセフ (UNICEF)共催の国瞭会議が開かれ,

プライマリ･ヘルスケアに関するアルマ-アタ宣言 (DeclarationolAlma-Ata)が採択さ

れたo

この宣言は10項目によって構成されているが,まずその前文で,次のように述へている｡

｢ここアルマ-7夕で開催されたプライマリ･ヘルスケアに関する国際会議は,1978年9

月12日に.すべての改札 すべての保健ならびに開発に携る人々,そして世界のコミュニテ

ィによって世界中のすへての人々の健康をまもりかつ高めるための緊急な行動がとられるこ

との必要性を提示し,以下の宣言を作成した.｣

その項目1では,健康が身体面.精神面,そして社会面にあまねく安寧な状態をいい,早

に病気でなく,虚弱でないことをいうのではないとするWHO憲章の表現を用いながら,健

康が基本的な人間の権利であることを確認している｡

項目2では,発展途上国と先進国の間で健康状態に関して著しい格差がみられ,また1つ

の国のなかでも格差がみられる状態は容認できることではないと強調しているo

項目3では,健康をより高め.まもるうえで経済開発と社会開発が不可欠であること,そ

してそれらがよりよい生存の質と世界平和に員献すると指摘している0

項目4では,人々は個人として,また集団として,ヘルスケアの計画と実施に参加する権

利と義務をもつと述へ , これは短い文章であるが公衆衛生の新しい方向として極めて重要な
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意味をもっている｡

項目5では,国民の健康に対して政府が責任をもち,プライマリ･ヘルスケアがその鍵と

なると述へ,項目6では,プライマリ･ヘルスケアが保健システムのなかでどのような位置

づけにあるかを示している｡

項目7では,プライマリ･ヘルスケアの役割と特徴が7つの細項目によって示され,項目

8ではプライマリ･ヘルスケアと国の政策との関連,項目9では国際協力が韓調され.項目

10では,軍備や国家間の紛争のないことがプライマリ･ヘルスケアの向上に資するところが

大きいと説かれている｡

(3)プライマ リ･ヘルスケア人づ くり計画に関する国際協力

7)
1981(昭和56)年 目L 当時の鈴木善幸首相がアセアン5か国を歴訪した際に,各国の人

つくり計画に協力することを提案して各首脳の賛同を得た｡そのうち,タイ国では,プライ

マリ･ヘルスケアを人っくり計画とすることが,日本とアセアン会議の問で決ったO

この計画では,アセアン各国に共通の課題であるプライマリ･ヘルスケアの向上について.

地域住民に直結した指導員･普及員Iiどの人々を訓練 ･養成するとともに,モデル地域での

実習や調査を通じて健康状態の改善のための手法を開発する教育訓練,研究開発のためのセ

ンタ-の設立が企てられた｡

まず.タイ国バンコク市郊外にあるマヒドン大学サラヤーキャ1/パスにu本別の無償資金

協力によって訓練センターが建設され.前述のプライマリ･ヘルスケアに関する教育訓練,

研究開発ならびに教材作成が行なわれたOまた,同じく日本側の無償資金協力で地方の4か

玩,すなわち中央部チョンプリ･南部ナコンシタマラート･東北部コンケン･北部ナコソサワ

ンの各公衆衛生省所管のセンタ-を建設し.終局的には50万人に及ぶプライマリ･ヘルスケ

7要員の人つくりに寄与しようという言書画がたてられた.

教育訓練というのは,次のような内容のものである｡

① 国内研修として,県･郡レヘルの病院長.公衆衛生 ･農業･教育 ･地方行政の責任者

助産婦･ヘルス･iiランティアなどの人々を対象として,年間14コース (各コ-スは2-

4週間で約30人を対象とする)の研修を行なう｡

㊥ 域内研修として,アセアン諸国から各10名の研修員を集めて3か月間の研修コ-スを

年 1回開くo

㊥ 国際セミナ-として,アセアン各軋 wHOなどの国際機関,日本などから約35名の

専門家を集めて年 1軌 会議を開き,研究発表や情報交換を行なう.
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総括 :人口･福祉 ･都市化

1982(昭和57)年10月 luを期 して発足 したこの 5か年計画は,人つ くりに関す る国際協

力としても,またプライマ リ･ヘルスケアに関する国際協力としても,わが国ではは じめて

の大がか りな ものであ り,その成果が注目されている｡

圭

I)1984ESCAPPopulatlOnDataSheet

2) 同 上

3) PopulatlOnHeadllnerS･No･118･Janualy1985,ESCAP･p.2

4) 前掲.PopulationHcadllnerS

5) ESCAP推計,1983

6)complehensIVeHealth°ale.組合侃健または包括保健医療あるいは総合保健医療とよばれる0

7) 7セアンというのはASEAN(Assoclat10mOfSouthEastAslanNatlOnS)すなわち東南

アジア諸国連合をいい, ここでアセアン5か国というのは,インドネシア･マレーシア･フィリピ

ン.ソンガポ-ル ･タイの諸国である｡

現在はこれにブルネイが加わって6かBlとなっている｡
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都市化の諸側面

第2章 都市化の諸側面

一般に.郁rlHとは.都市的地域への人口の集中が進み,都市的生活様式が普遍化する過程

を意味している｡おそらく,今世紀におけるもっとも大きな社会変動の lつとして,LU-界的

なレヘルで都市化か進行している事実を指摘することができる｡そして, この柵 化は.社

会の近代化あるいは産業化によって引き起こされてきたことも事実である｡

現在では.この都市化の動きが,先進諸国はもとより,発展途上諸国においてもひとしく

進展してきていることは周知のとおりであり.今後ますますその傾向が加速化するものと予

想されているoLかしなから,発展途上諸国の都市化の趨勢は.必ずしも西欧型の近代化モ

テルにみられるようなJi=.活水準の上昇を伴なったものではないように思われるO

これら諸国の大都市にみられるスラム街の形成やいわゆるインフォ-マル･セクタ-の増

大は,今日では過剰都市化 (oveトurbanlZatlOn)の間道として認識され それへの対応がさ

しせまった課題となってきている｡ このような課題に対処するにあたっては,まずその前提

として,都市化社会の実態の解明が必要である0

本章は,イントの都市化現象をとりあけ,以上のようなパースペクティヴのもとに,その

いくつかの側面についてみていくことにする｡都市化へのアプロ-チ把は,人口･生態的側

面,社会構造的側面,生活構造的側面,社会意識的側面なとがあるが,ここでは主に人口の

郡市集中との関連においてイントの都市化の実態を概観する｡

1 人口都市化の動向

インドは,今日でも農村地域が.そこに住む人口の割合でみても経済活動の構成でみても,

-17-



依然として大きなウエイトを占めている｡国連の1982年人Lj推計によれは,1985年の農村人
(注 1)

口比率は74.5%と推計されている｡また,1977年のGDPに占める農業生産の割合は36%で,
(注 2)

鉱 T.業のそれ (17%)よりも2倍以上の大きさとIiっている｡

このように,たしかにインドは農村中心の社会構造を示しているが,その一方で都市化の

波も急速に高まってきている｡表 lは.1901年以降の人口センサスのデータによって,都市

人口の変化を全人口との比較において示したものである｡なお,インドの人口センサスにお
(柱 3)

ける r都市地域 (urbanalea)｣の定義は,次のとおりである.

(a)行政的な市または抑 こ該当するすべての地域 (AllplaceswlthamunlCIPallty,

Corporatt(Hl.CantOnmCntbo之lrdornollfted townareacommtttee.etc.)

(b) その他,次の基準を満たすすへての地域 (AllotherplaceslVhlChsattsfy the

followlngCrlterta)

(‖ 人口5,000人以上であること (amtntmllm POputattonof5,000)

(lFl男子の就業人口の75%以上が非農業に従事していること (atleast75per

centofnlaJewoltklngPOPtllatlOnengaged lnnOn-agrlCulturalpursultS)

(Ill)-平方キロメ-トル当たりの人口密度が400人 (--平方マイル当たり1,000人)以上

であること (adensltyOfpoputattonofattcast400personspersq.km.

(1,000personspetSq.mHe))

蓑1 都市人口の推移(1901-81年)

年 次 ^ Ll 都 市 人 口 都市化率*(
%)実 数 10 年 間 実 数 10 年 間 計 2万人

以上 2万人未満(百万人) 増加率(%) (百万人) 増加

率(形) の 範 市 の 範 市19011911 238.4252.1 5.8 25.925.9 0

.4 10.810.3 6.1 5.0192l

251.3 0.3 28.1 8.3 ll.21931 27

9.0 ll.0 33.5 19.i 12.0 7.0 5.0194ー 318.7 14_2 44.2 32.0 13.9 9.1

LI,8195l 361.1 13.3 62.4 41.4 .17.

3 12.1 5.21961 J139.2 21.6 78.9 2

6.4 18.0 14.2 5,8l971 548.2 24.8 109.1 38.2 19.9 】6.5

3,41981 685.2 25.0 l59.7 46,3

23.3 20,I 3,2(注)*



都市化の諸側面

表 lをみると,インドの人口は1961年以降10年ことに20-25%程度の増加を示してきたの

に対し,郁市人口は1951-61年26.4%,1961-71年38.2%,1971-81年46.3%ときわめて高

い伸びを示したことがわかる｡その結果,今世紀の前半の時期においては10%台であった都

市化率は,1981年には23.3%へと増大した｡

1960年代以降の人口増加が人口爆発ということばで形容されるはどの人口急増であるとす

れば,この期間の都市人口の増加はまさにそれ以上の勢いで爆発したことになる｡ちなみに,

197l～81年の都市人口増加率463%は,年率になおすと39%であるQ

表 1には,都市化率を人口規模 2万人以上の都市地域と2万人未満のそれとに2分して示

してある｡これをみると.全人口に対する2万人未満の郡市地域の人u割合は,1961年の58

%をピークにして,その後低下をみせてきていることがわかる｡一九 2万人以上の都市地

域のそれは増加を示しており,人口規模の大きい都市地域での人口増加が激しいことを物語

っている｡この点については,あとで詳しくみることにすることにし,次に州別に都市人口

の増加のようすをみてみよう｡

表 2は,1971年と1981年についての州別の都市化率および1971-81年の人口増加率を都市

･農村別に示したものである｡まず,都制 ヒ率についてみると.1981年ではクシャラート(31.

1%),カルナタカ (289%),マハラシェストラ (35.0%),タミル･ナドゥ (33.0%).ウェ

スト･へンカル (265%)なとの州で比較的高い値がみられる｡これらの5つの州には,そ

れぞれ100万都市であるアーメダ-ート,バンガロール,ポ ンペイ,マドラス,カルかy夕が

位置しており,都市化率は1951年にすでに5州とも20%を超えていた｡

これらの大都市を含む諸州の都市人口は,1971-81年の間にはそれほど大きな伸びを示し

ておらず,最近のこの10年間に都市人口の増加率が高かったのは,アッサム,マ二プール,

メカラヤ,ナガランド,シッキムなどのいわば辺境の諸州であった｡概して.これらの州の

都市化率は,1971年には低かったのが特色である｡つまり,1971-81年の間には,それまで

の都市低率の低いところで都市化が相対的に進み.大都市を含む諸州における都市人口の増

加率はむしろ全国平均以下の水準にととまったといえる｡

このことは,相対的にみて1971-81年の都市人口の増大は100万都市におけるよりも,それ

以下の中都市 (10万人以上100万人未満)において激しかったことを示唆するものである｡表

3は,1981年センサス人口が100万人以上の12の大都市について1971-81年における人口増加

を示したものである｡デリー,バンガロール. ジャイブ-ルの3都市以外は, この間の増加

率は50%以下である｡

1981年センサス報告書 (SerleS-1,Paper2of1981.Statement18)には,1971-81
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蓑2 州別都市化率(1971,1981年)

州 都 市 化 率 (射
1971年 1981年 都 市

農 村イ ン ド 19.9 23.3 4

6,3 !9.719.3 23.

3 48.6 17.0ア ッ サ ムど 8.

9 103 58.8 33.9ノ - ノレリ ヤ ナ 10.028.017.7 123121.519 5441

59.8.4.5 20.722.322.27.018.6 72161 3446.8.9 22

.925.8カ ル ナ タ カ′ 24.3 289 50,7 19,1γ 7 7 16_216.3312 182035730 375640.6
.00 15.719.31767 7マ

二 プ ー ル 13.2 26J1 1654 12.3メ ガ ラ ヤ 14.6 181 6.

0 26.6ナ カ フ ン トオ リ ツ サ 10.

08.4 15ll27.58 l3468,0.5 40,815.7一 I一 23.

7 .7 44.5 17.57 シ ャス タ ー ンシ ツ キ ム 17.69.4 21

16.1.2 58159.7.7 27.539,5ト ウ リ プ ラ 30.310.4 33ll0

0 2838.0.9 13.031.114.024.8 182605 603ユ5867

ー9,820.4デ リ 89.7 92.7 .2 8.0(資料)MlnlStryOfHealthaTldFamllyWelfazc,Yea'

･booFe1983-84,ド.34 (原資等判まCbnsuso/Jn

dla 1981)年間に50%以上の人口増加を示した67の都市が掲げられている｡この67都市のうち,上記の

3つの大都市と57番目に出てくるBehar市以外の63の都市は,全て人口規模が10万人

以上100人未満のものであるO このことから,最近,インドの都市化はこれら中都市におい

て既着 になっていることがわかる｡最後に.都市の人口規模別に都市数と都市人口の構成をみてみよう (蓑

4).これをみると,10万人以 Lの郡市が.その数においても人口においてもこの20年間に大きく増加してい

ることかわかる｡都市の数は1961年の104から198



10万人以上の都rfl'人口の割合は,

509%から604%へとシェアを拡

けたo都市人口の増加率もこの都

市階級において50%以上と高く,

先にみたように10万人以上都i7]-の

発達が著 しいことを物語っている｡

都市化の諸側面

表 3 百万都市の人口と人口増加(1971-81年)

都 市 人 口 (千人) 柑71-81年増加率%)1971年 19

81年カ ル カ ッ タ 7.03l 9.166

30.4ポ ン ペ イ 533i1111971 85422211227 37.8デ リ ー

.647 ,714 56.7マ ド ラ ス .170 .277 3

4.9.654 ,91

4 76.2,796

.528 40.8.742

.515 44,4カ ン プ - ル

.275 688 32.4プ - チ

.135 685 48.5ナ グ プ ー ル 930 1

298 39.6フ ク ノ ウ 814637 1I007005 23.75

7.8(資料)umted Nations.DemographicYearbook.

1979,1983蓑

4 人口規模別都市数と都市人口(1961-81年)区 分 書S 市 数 構 成 比 ヒ初 増加率 (形)196l年 1971年 1
981年 1961年 l971* 1981* 1961年 1971年 1981年 1961-71年 197

1-81年I.loo.000 104 147 218 39.8 60.7 95.1 50,9 56.3 60.4 52.
6 56.7人以上 (7) (9) (12)(l7/8)(27.4)(42.0)(22.8)(25.4)

(26.7)(53.9)(53.3)L.50.000-99.999人 129 178 270 8.5 12.0

18.2 10.9 l1,2 ll.6 40.9 5l,2臥 20.000-49,999人 450 573 744 13

.5 17.5 22.6 17.3 16.3 14.3 20.7 28.7lV.10.000-19,999人 736 850 1,053 10.1 12.0 14.9 13.0 1上1 9.5 18.6

2Li.1V.5.000-9,999人 743 656 761 5.5 5.0 5,8 7.0 4.6

3.7 -9.1 16.1Ⅵ

.5.00 0 人未 満 209 170 255 0.7 0.6 0.8 0.9 0.5 0.5 -22.5 59.7汁 2.37l 2.574 3,301 78.1 IOフ.8 ー57.4 loo.0 100.OEIOO.0



2 人口の都市流入と流入人口の特徴

インドにおいては,都市 ･農村別人口の自然増加率には,それほと大きな格差はみられな
(注4)

い｡SampleReglSlrat10nSystemの結果をみると次のとおりである｡

(組出生率)(%o) (粗死亡率)(%o) (自然増加率)(%｡)

1971年 都市

農村

1981年 鈍市

農村

自然増加率は農村においてやや高くなっている｡それゆえ,前節でみてきた都市人口の急

激な増加は,全体としてはもっぱら農村から都市への人口流入によって引き起こされている

ことは明らかである｡

ここでは,このような人口移動すなわち向都移動の大きさと移動苔の特徴について若干の

検討を加えることにする｡とはいえ,人口移動に関するチークはきわめて乏しく.現在のと

ころ主として1961年と1971年のセンサスに頼らさる養えないのが実情である｡

センサスでは現住地と出生地が異なる人を生涯移動者 (tlfellmemlgrant)と定義してい
(注5)

るが,その数は1961年センサスによると1億3.461万人であった｡ これは1961年センサス人口

の30.6%に当たる｡ このうち.都市の居住者は3,050万人で,全都市人口に対して38.7%であ

る｡同様の数字を1971年センサスについて示すと.生涯移動者は 1位5,962万人で,全人Uに

対する割合は29.1%である｡ このうち都市の居住者は3,963万人で,全都市人口に対する割合

は363%となる｡

これをみると.大まかにいってインドの都市人口のうち40%近くの人が流入者ということ

になる｡ これは,全国平均の値であるが,流入人口の大きさは,都市の大きさやその都市の

社会経済的な性格によって異なるのであろうoCassenはボンベイにおける流入人口の割合に
(注6)

ついて,1951年72.1%,1961年64.2%.1971年54.1%の値を掲げているO

実は,前記のセンサスデ-夕による流入率の計算には都市からの流入者も含まれており,

農村からの流入者に槻るともっとパーセソテーシは低くなる｡いま, これを1961年と1971年

の全都市人口について示すと.それぞれ1,968万人 (249%).2,313万人 (21.2%)となる｡

これらの農村から都市への流入と同時に,都市から農村への転出が起こっているから,い
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都市化の諸側面

ま.その両者を差引きして農村から都市への純流入を求めてみると次のようになる｡

純移入率でみると,1961年より1971年の方が′トさくなっており. この間に逆方向の都市-

農村の流れがいく分増大したことを示している｡都市への流人は男子において女子よりも多

いのが特徴である｡

次に, これらの生涯移動者の移動流別の構成比を男女別に示すと表5のようになる｡ これ

をみると,インドにおいてほ農村間の移動が全体の70%以上を占めて主流をなしていること

がわかる｡とりわけ,女子においてその割合は80%前後に達しており,きわだった特色とな

っている.ついで,農村 - 郁恥 都市 - 都札 都市 -- 農村の絹となっている｡

蓑5 生涯移動者の移動流別構成(19611197時 ) (%)

Migl.ati()nStreams 1961年 1971
年百l 男 女

汁 男 女73,7 56.7 81.3 71

,3 53.5 78.83.6 4.6

3.2 4.9 6.1 4.Ll14,5 25.7 9.7 15.0 26.1 10.

38.i 13.0 5.8 8.8 l4.3 6.5Totfl

1 100.0 =)0.0 loo,0 100.0 100.0 100.0(資料)AshlShB

o£e,MUrbanlZat10EllnIndia A DemograplrlCPerspecllVe." lnPatteT･nsOIUT･baTll'znELOn,Vol.1,ed

ltedGoldstem andSly,1977.p.31

0農村間移動においてほ女子の割合が高いが,都市へ向かう移動すなわち農村 ･- 都

市.および都市 一 都市の流れにおいては男子の割合が女子のそれよりも高くなっているのが

特徴である｡ このことは.女子の移動のなかで結婚による近距離移動が大きなウェイトを占

めているのに対し,

男子においては就業をめさした向郁移動が比較的多いことを示唆しているとみてよいであろう｡

なお,上の2つの向都移動の流れのうちで農村 - 都市の占める割合は,1971年では男646%,女613%となっているoポンペイへの流入者を対象として1979年にInt



ltutCforPDpula(tonStudies(lLPS)が実施した調査によると,ボンへイへの流入者のう
(注7)

ち農村からのそれが占める割合は.男64.0%.女66.4%であった｡郡市への流入者のうち農

村からの流入者ははは60%程度になっているとみてよさそうである0

1にみてきた移動流を移動距離別にみると一次のような特徴がある｡女子では,那 (dlS-

trlCt)間移動の短距離移動が圧倒的に多く,1971年では全体の721%を占めるOそのなかで
(注8)

ら,とくに農村 - 農村が主流であり,全体の630%を占める｡全体として移動者数は,那

内移動,州内移動,州間移動の順に少なくなっており,距離と移動量が反比例の関係を示し

ている｡同じ1971年について向都移動だ桝 こついてみると,郡内移動355%,州内移動37.1
(注 9)

浴,州間移動27.5%となり, ここでは州内移動が中心となっているo上述のIIPSの調査では,
(注IO)

ボンへイへの流入者のうち州間移動者が男439%,女41.7%となっており.大都市において

紘,人口の吸引力がより広範に及ぶことを示している｡

以上,インドの人口移軌 主として生涯移動について,その大きさと移動の方向に焦点を

当ててみてきたが,次に移動人口,とりわけ都市への流入人口の人口学的ないし社会経済的

構造についてみることにする｡

まず,移動人口の男女別構成を性比 (男/女×100)によってみる.1971年センサンステ-

夕によるLi錘移動者の性比は次のとおりである｡

(国内移動計) (うち州間移動)

村

村

市

ホ

農

農

都

市

↓

1

1

1
計

日

.小
目
.
小

農

都

農

都

農村間移動で女子が多く.向都移動で男子が多いことはすでに述へたとおりであるo州間

移動の場合,とくに農村 -→都市の移動において男子が多いのか特徴的である｡先に引用し

たlIPSの調査によれは,ポンペイへの

流入者の性比は125.4となっている｡

(男) (衣)

(形) (形)

次に,移動者の年齢構造をみてみよ 0-14歳 166 205

ぅOチークが古いが.196坤 における 15-3臓 481 473
35-59歳 307 260

10万人以上の都市への流入者 (生涯移 60歳以上 47 62

動者)の年齢分布は右のとおりであっ 計 100･0 1000
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都市化の諸側面

(注目)
た｡

男女ともに15-34歳が圧倒的に多く,50%近くの割合となっている｡都市への流入者が若

年層によって占められていることはよく知られた事実である｡ここに示したテ一夕は,移動

時における移動者の年齢によるものではなく,調査時におけるそれにもとついているので,

年齢分布は移動時のものよりは多少高い方にかたよったものとなっている点に注意する必要

があるo

都市への流入者の諸属性を移動時において把握したテ一

夕は,インドの場合きわめて限られており,′ト規模な特別

調査 (spcclalsur＼′ey)によらざるをえない｡衷6は,I

IPSのボンへイ調査によって流入者の年齢分布を示した

ものである｡これをみると,若年層の比重は前記のセンサ

スのテ一夕よりももっと高くなっていることがわかる｡15

-19歳の割合が30%以 Lの高い値を示しているのは,高等

教育への就学や結婚による移動の効果によるところもある

と思われるO35歳以上の割合が,男3.8%,女6,7%と小さ

くなっているのも注目されるo

最後に, このHPSの調査結果によってボンへイの流入者

の社会経済的属性からみた特徴を2,3あげておくことにす
(li･12)

る｡

まず,教育水準についてみると,男子の場合には非流入者よ

表6 ポンペイへの流入者の
年齢構造 (1979年,
llPS真司査) (形)

(資料)SrlnlVaSaTl&MllkerJl.op.cLlりp.328 (注7)りも流入者

において高くなっており,高等教育修了者(matrlCUIatlOn&above)の割合は生涯移動者では32.5%.197ト 79年の期間移動者 (penodmigrant)では44.6%で,非

流入者のそれ (258%)と大きな閃きを

みせているO女子の場合は,女子の非流入者に比べても.また男子の流入者に比べても,教育水

準は低いo移動の際の同伴者についてみると,男子では同伴者なしの単身移動が58.5

%ともっと多いのに対し,女子では配偶者とともに移動したものが朋 6%でもっとも多く,つい

できょうたい (153

%)となっており,配偶者･子どもとともに移動したものは56%で,それほと多くないのが特徴である｡さ

て.移動理由についてみると,1971-79年の期間移動者の男子では求晩(lnSearchofEIjob)がもっとも多くて59.9%,ついで教育 (20.7%),結婚 (12.9%)の頒となっている｡

一方.女子では結婚が854%でもっとも多く,ついで教育 (5



panylng theramllyandouerfamilyrcasollS) (5.2%)とfj:っており,女子の移動理

由のほとんとが結婚であることを示している｡

3 都市人口の社会経済的特徴

(注13)
本節では,主として1981年センサスの結果にもとづいて,都市 ･農村別に人口の特徴をみ

ることにする｡そうすることによって, 1つには,最近におけるインドの都市居住者の生活

実態について,マクロレベルではあるが.ある程度の検討が可能であると考えられること,い

ま1つには,前節でとりあげた都市への流入人口の社会経済的特徴の分析はデ-夕上の制約

が大きく,不十分であるので, こ こで都Ff]一人口の特徴を明らかにすることによってその弱点

をいくらかでも揃うことができると考えられるからであるo

まず第 1に.1981年の都市人口の年

齢構造を農村人口との対比において示

すと表 7のとおりである｡1981年にな

ってもインドの人口は.年少人口の割

合が大きく,高年齢人口の割合が小さ

い構造を示しているが.都市人口にお

いてはやや年少人口の割合が低下 して

いるのが特徴である｡ 0-14歳人口の

割合は都市では366%,農村では40.5

%である｡また,10-39歳の間の年齢

階級においては,都市人口の構成比が

農村よりも高く, この部分に農村から

の若年の流入者が多く含まれているこ

とを示している｡なお,高齢者の割合

は農村において高い｡

第 2に,配偶関係と子供数について

みる｡男女ともに有配偶率は,概 して

都市において低い｡とくに,30歳前の

表 7 都市･農村別人口の年齢構造(198挿 )(形)

(注)ア ッサム州を除く｡かっこ内の数字は合計の実数(千人)0(資料)Censusoflndla1981.SeriesIIndia



Goyalの推計によれは1971年における平均結婚年齢は,

都市の男24.3嵐 女19.2歳であったのに対し,農村で
(注13)

は男21.6嵐 女16.7歳であった｡今日でもこのような

格差が存在していると思われる｡

また,婦人 1人当たり平均子供数 (averagenum-

berofchttdrenbolnPerWomanbyage)をみる

と表9のとおりで,すべての年齢階級で子供数は都市

の方が農村よりも少なくなっている｡

第 3に,教育に関するデータをみよう｡読み書き能

力のあるものの割合 (literacy rate)は1971年から19

81年にかけて上昇をしているが,都市と農村の格差は

依然として大きい｡1981年には都市の15歳以上男子の

読み書き能力は764%と高くなっており.若年層にお

ける教育の普及を物語っている｡

このことは,年少人口の就学率によってもみてとれ

る0 5- 9歳人口就学率は.郡市58.7%.農村330%,

10-14歳のそれは.都rflJ71.6%,農村443%であり,

都市部における初等教育の普及が著しいことがわかる｡

なお,都市部においては男女の間における就学率の格

差はほとんとみられないが,農村では格差がいまだに

顛著である｡

表10 読み書き能力(1981年)

区 分 35歳以上人
口蔀;市 農 村 者β

市 農 村1971年汁 60.3 27.0

49.3 19.4男 72.4 LI

D.5 64.5 31.2女1981年 4

5.4 12.9 30.2 6.5

引 65.1 32.7 54.3 2

3.2男 76.4 47.3

69.2 38.0女 51.9 17.6

35.9 8.6(資料

)表7に同じ｡ (Table12) - 27-

都市化の諸側面表8

有配偶人口割合(1981年t%)叶 男

衣都市 農村 都市 農村10

-14 1.0 3,1 2,2 7.815-19 5.6 14.8 27.9 48.

920-2Li29.5 49.0 73.

5 88.425-29 68.0 8L0

91,4 95.430-34 89.3

91.7 94.0 95.135-39 9

4.6 94.0 92.9 93.340-44 94.9 93.0 87.188.0

45-49 94.5 92.3 81,5 83.3

50-54 92.2 89.3 67,6 69.755～59 91.187.8

62,7 68.560-64 88.5 82.6 40.9 43.6

65-.69

70十 82.773.2



(縦市)(形) (農村)(,%')

1971年 男

女

1981年 男

女

この労働力率は,男女ともに農村で高い｡とくに,女子のそれが抑 1iにくらへて農村で2

倍以上も高い値を示しているのは,農家の主婦の就労によるものであろう｡

次に,産業別の就業状態を示すと表ilのようになるO当然のことながら,都市では第 l次

産業での就業者は少なく,都市の男子の場合には製造業 (26.0%),その他サーヒス業 (22･0

%).商業 (21.0%)が中心であり,抑 7fの女子の場合にはその他サーヒス業 (37.4%), 農

業労働者 (16.6%),製造業 (14.3%)などが主なものである｡都市の居住者でも,女子の場

合は農業労働に従車する人が166%もいるが,農村においてはその割合は50.2,%と高く.イ

ントにおける女子の主要な働き場所となっているO

衆目 産業別就業状態(1981年)

M血fcs FemziZ

eSTota】 Urban Rural ToLaⅠ UrbarL

RljralindustryTく)tat 43.719.62.30.63_28.91.87.33.39,2100.0(177,543) 5.24_7i_8L04.226.04.121.09_922.0loo_040,713) 55.22LL02.50.52,93.8トー3.3i.45.4loo.0(136,831) 33_246_21.80,Ll4.63.60.82_00.Ll7.0loo_0(44.973) 4.716.61_90.510.514.32.98,92.337.4100.0(5.371) 37.I50.2十0.33.82.i0.5I.10_12.

9loo.0(39.603)(資n)i.r7にFE,]じO (TLlb!e17.18より作成)



第 5に,健康状態の指標として平均寿命につ

いてみることにするO表12によると,インドの

平均寿命は1970年代後半に50歳を超えているが,

都市 ･農村の格差がきわめて大きいことがわか

るO男女とも10年前後の開きがある｡ このよう

な健康水準の格差は,同じSampleRegIStrat-

IOnSystemによる乳児死亡率でみても現れて

いる｡それによると,1970年の乳児死亡率は出

生1,000につき都市で90,農村で136であった｡

そして,1980年にはそれが都市で65, 農村で124

となっており,開きはむしろ増大している｡

都市化の諸側面

表12 平均寿命
(年)

(資料)Registra

rGeneral,SampleReglSErottollBulleEI

Tt.June.1984.p15.4 都市人口の将来以 Lにおいて.インド人H都市化という視点から,インドの都市人

口の増加とその要因.さらに都市人口の構造上の特徴を主としてマクロなデータを用いてみ

てきた｡ ここでは,最後に郡市人口の将来について展望を試みることにする｡すでに述

へたように,都市化は今世紀に入ってから世界的な趨勢となって立ち現れてきている｡郡市

的生活様式の一般化とともに,人口の都市集中の傾向は.今後ともほぼ確実に持続するであ

ろう｡しかし,都市化のスピードと都市地域の外延的拡大の程度を予測し.それがもたらすで

あろう社会変動と,そこでの問題を予見することはきわめて困難である｡それ紘,産業化の進展-それにともなう人々の生

活構造や生活意識の変化などの複合的作用によって大きく左右されると同時に,社会計画に

もとっく政府の政策的努力によってもまた詞乾される必要があるからである｡しかしながら,この

ような予見しにくい諸要因をいちおう考慮の外において,比較的予刺しやすい人口学的諸変

数を用いて,一定の仮定のもとに都市化の推計 (projection)を試みることは可能である｡すでに,今までにこのような方法にもとつい

て多くの推計作業が行われている｡ こ こでは,もっとも新しい推計として国連のもの (1982年推計)を用

いて,インドの人口都市化の将来についてみることにする.



るoこの推計は1980年がへ-スになっているから,そこまでははは実績値に近いとみてよい｡

先進地域の都市化も将来さらに進み,80%を超える水準にまで到達することになり,低開発

地域のそれも将来50%を超えることになる｡インドの吉郎11牝 は,今世紀の間には他の地域に

比へてやや低い水準で推移するが,21世紀に入ると加速化し,2025年には536%という高い

都市化率が見込まれることになるo

蓑13 着柊市化率の将来予測(世界･各地軌 インド･1950-2025年) (%)



都市化の諸側面

表14 インド人口の都市化の将来推計(中位推計 ,1950-2025年)

年 次 人口(千人) 都市人口 都市化率(千人) (%) (

年平均.%)1950 350.445 60.467

17.3 2.31955 384.99

7 67.763 17.61960 43l.46

3 77.460 18.0 2.71965 4

88.777 91.885 18,8 3.41970 551.323 108,907 19.8 3.4

1975 618,826 132.865 21.5

4.01980 688,956 161.426

23.4 3.91985 761,175 194

,186 25.5 3.71990 831.948

232,947 28.0 3.61995 89

9.131 277,917 30.9 3.52000

961,531 329,148 34.2 3.42005 1,015,33ー 385,128 37,9 3.

12010 1,065,220 446,76l 41.9

3,02015 1.112,514 510,853

45.9 3.72020 1.154.456 575

,022 JI9.8 2,42025 1.188.50Ll 636.61

8 53.6 2.0(資料)表13および15の2つの国連

の染料を用いて作成O表15 インド大都市の将来(人口からみた世界ランキング)(1950-2

000年)年 次 カルカ ッタ ポ ンペ イ デ リ ー マ ドラ ス (折損位)(

人口)1950 百万人12位 4.Li 百万人19位 2.9 (1.

4) - (I.4) (0.8)1955 13位 4.9 19位 3.4 (

1,8) - (1.5) - (0.9)1960 14位 5.5 l9位 4.0 - (2.

3) - (I.7) (I,2)1965 16位 6.2 19位 4.9

市力人29位 2.9 - (2.3) - (1.4)1970 15位 7.1 l8位 5,9 26位 3,6 rrIJ)A34位, 3.1 - (I,7

)1975 12位 8.2 17位 7,2 24位 4,6 (3.8)

(2,2)1980 8位 9.5 14位 8.5 24位 5.9 34位 4.4

- (3.0)1985 6位 11,0 10ft lO.1 21位 7.4

31位 5.2 (4.0)1990 5位 12.6 7位 11.9 17位 9.2 32位 6.i - (5.2)1995 5位 14.5

6位 l3.8 12位 lLl 32位 7.1 FT万人34位 6.52000 4位 16.6 5位 16.0 10位 13.3 31位 8.2 32位



第35位までに入ってくるのは,インドではいわゆる4大都市とハンカロールである｡これら

の都市は2000年に近つくにつれて上位に進出し.2000年にはカルか ツタが人口1.660万人で世

界第 4位,つついてホンへイがl,600万人で第 5鼠 テリーが1,330万人で第10位に入ること

になるO このようなインドにおける巨大都市化の動きも,また,インドの今後の開発にとっ

て重大な影響を与える要因である｡

(注 1) UnltedNlltlOnS,WorldPopulot10nProspects,･曲IITTmteSandProJect80'ZS
asAssessedlT11982.New York,1985 の中位推言i値による｡

(注2) UnlledNatlOnS,SlntlSELCalYearbook,1979/80.NelVYork.1981

(注 3) Censuso/IndLa 1981.SeneS-1lndla.Paper2or198l,PIOVISIOnal

PopulatlOnTotals,Rulal-UlbanDISLrlbutlOn,p.23

(注 4) ReglStrarGeneral.ShmpleRegzsEraELOTIBILlletm,June.198Ll,p2

(注 5) 大友篤･嵯峨座晴夫編 Fアジア諸国の人Ll都市化1,アジア経済研究所,1984,第日章に

よるo

(注6) RH Cassen,LndLa,･PopLLlaE10Tl,放oT10my,SocEeLy,1978,p124.

(注 7) K SrlnlYaSan& S Mtlkel71(eds).DynomlCS0/PopzLlaE10nandFamuy

lyeL/are,1983,p.322

(注 8) AshlShBose.op.clt.,p312 (表5の注)

(柱9) 大友.嵯峨座鼠 前掲乳 表11 10より計算O

(注10) SI,lnlVaSan良 Mukclll,OP CILりP.323

(注目) Censuso/India 1971,BErthPlaceMLgT･(ltLO'tm lndLa.SezleS1lndla.

SpeclalMonograph,Nnl,1974.p178

(注12) 以下に引用するデ-夕は前掲書 (Srlnl＼･aSan& Mt】ker31)の331ページ以下によるo

(注13) AsokMltra,IlldLa′sPopulaLton;AspectsofqLLalLtyandCoTZlTIOE.VoH.

1978,p.324
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現地調査報告

第3章 現地調査 報告

1 調査目的と方法

(1) 調査日的

インドにおける人口問題を考えるうえで,郡市 ･農村間の差異は大きなポイ1/トであるO

たとえば女子人口再生産率をみると.1980年現屯 農村部1449に対して都市部では111.4とか

なりの差が生じている｡また家族計画実施者のうち,農村 ･都市間の内訳がわかっている不妊

手術とIUDについてみると,ともに都市部で実施者の割合が高くなっているはか,ピルやコ

ントームの大半が都市部で利用されていることも,インド政府当局も認めるところである0人

都市部では′5人以上の子供をもつ家庭は現在では稀である｡こうした差は,農村部における

家族計画の普及にともなって,現在徐々に縮小する傾向にあるとはいうものの,都市と農村で

は子供を産み育てる意味と条件に,未だに大きな差異があることをうかがわせる｡

都市部における子供の数の少なさや家族計画の比較的順調な普及は.大きくみて2つの視点

から説明されようo lつは,都市部では農村部に比較して保健･医療機関が整い,また様々な

メティアを通じて情報伝達が行われやすいことから,行政サイドからの普及活動が容易であ

ったという面であるOとくに この点は,家族計画普及活動の初期の段階には,大きな要因であっ

たoLかしインドにおける家族計画は,概ね受け入れ側の自発的な実施を前提として展開され

てきたのであるから, こうした行政サイドからの要因だけでは,都市 ･農村間の差異を説明す

ることはできない｡都市住民の生活条件やそのなかで形成される生活態度のなかに.子供の数

-33-



の制限をもたらす要因があってはじめて,家族計画の普及が可能であったのである｡

今回の調査の目的は,主にこの後者の視点,つまり受け入れ側の生活条件や態度に焦点を

当てて,インド都市住民のとの層がどのような理由によって子供の数の制限を行っているか,

を考えることにある｡そのために所得,職業,子供達に期待する教育水準.耐久消費財の購

入や食生活などの生宿様式の変化,移動といった幅広い項目にわたってインタヒュ-調査を

行い,都市住民の生活のなかにおける子供の意味をとらえることを試みた｡またこうした視点

は,たんに都市部における人口問題を考える場合だけではなく,農村部における家族計画の

現状と今後を考えるうえでも,示唆を与えるともいえよう｡

(2)諏査対象 ･地域の選択

小口に都市住民といっても,その性格は異なる社会経済的特色をもつ多様な集団を含み,ま

たインドのようなEglにおいては,地域やコミュニティーによる違いも大きい乙とは言うまでも

ないoしかも今回のような短時日の調査では,捧系的Iil抽出方法を採ることは不可能であるか

ら.調査地域や対象の選択にあたっては,調査目的に適したかたちでの洛意的な方法を採らさ

るをえないO今回の調査では.以下の諸点を留意して地域と対象の選択を行った｡

(‖ 都市的な生活条件が勤著な地域として.大都市およびその周辺の都市部から地域を選括

する｡ これはインドの都市化のなかで,人口100万以上の郡市の入日増加がそれ以下の都市

よりも大きいことを考え合わせると,都r73'化全体の傾向をみるうえでも妥当である｡

日日 調査対象は,都市生活様式の定着が進行しつつあると考えられる勤労所霜を中心に,幅

広い所得階層からとる｡

以上2点および調査日程の制約を考慮して.今回の調査ではデリー近郊の住宅団地と工場

地帯からそれぞれ 1カ所ずつ計2カ所を選択し,異なる所得階層の世帯を含むように調査対

象を選んだ.したがって抽出世帯は,母集団の所得分布を反映しているものではない｡またス

ラム住民なと貧困層および所得のきわめて高い層も,サンプルには含まれていない｡

(3) 訊査方法

今回の調査では,以 Fの2種類の質問票を使用した｡

(‖ インド側調査協力者による予備調査として,家族構成.所得等基本的事項を質問するも

の｡サンプル世帯数は2つの地域でそれぞれ200および80｡

Hr) 日本側調査者が使用したより詳しいもの｡これはインド側協力者の予備調査を参考に

して選んだサンプル世帯に対する調査用である｡サンプル世帯数はそれぞれ40および320
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現地調査報告

両地区内での調査地域および調査対象の選択については▲インド側調査協力者の判断にまか

せた｡

インド側からは,ミックノし｣｣誌議員を通じて,予騰調査,u本則調査者のアシスタントの提供

など全面的な調査協力が得られた｡日本側調査者による調査は,おもに主婦を対象とするイン

タビューである｡

(4) 2つの調査地域

2つの調査地域は.共にデリ-の拡大にともなって発展しつつある新興地域である｡

ジャナクプリ地区

この地域は.チリ-西郊に1960年代後半からデリー開発局 (DclhtDevelopmentAtlthorlty

以下DDAと略す)によって建設された住宅は地である｡総面積700ha余,現在人口は12万余

と推計されている｡

イントの首都として政治･経済的重要性を急速に増しつつあるデリーの都市開発は,1961年

に大要が定められたテリー開発計画書 (theMastcl･P一anofDeHlt)に基づいて,DDA

の管轄下で進められているDなかでも急激な人口増加に対応する住宅の確保は,都市引画の中心

的課題の 1つであり,60年代後半以降DDAによって,既存の市街地の外延部に次々と住宅団地

が建設されているoi,ヤナクプリ地区は, こうした団地のなかでももっとも早く建設の始まっ

た地区であり,規模でも最大級のものである｡現在工事ははは完成し,住民人口も言i画の9万

5千人をすでに超えている｡

地区内の土地利用はすへてDDAによって決定され.住居地域とともに.商店街や銀行や公

共施設を含むコミュニティ-･センターが地区内2ヶ所に建設されているほか.小規模商店街

が各地に配置され また小 ･中学校,病院.公園なども計画的に建設されており,全体として

良好な住環境を形成しているo公共交通手段はバスであり,都心部に向けて頻繁にバス便が

運行されているが.混雑に加えて交通渋滞も激しく,若干余裕のある層ではスク-夕なども

使われている｡通常時で都心まで/ヾスで約40分程度であるo

地区内の住宅には以下の3種類があるo

- 可 ニ≡芸同組合方式のアパIト

アパ-ト分譲- 1K-3Kタイプ

公務員･公共事業休従業者用賃貸住宅
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このうち l戸建 ･協同組合方式アパートおよびアパート分譲のうち3宴タイプはかなり所得

のある層むけ,シャナク･クォ-夕- (J(lnataQualer民衆住宅)と呼ばれる1賓タイプ

は低所得層むけである07パ-トはいずれも2階～5階建てで,1室タイプのものにもト

イレと個別水道が設備されている｡

分譲方式は,DDAに一定の供託金を収めて登録し.抽選によって買取権を得る方法が採られ

ているo登録は団地別に行われていないため,住民からみればある団地に入居することは偶然

であり,また上記の多様な住宅が1地区内に混在していることから,隣人間の経済的地位にも

かなりの差がある｡したがって,従来のインドの都市にみられるようなコミュニティ-別の住

み分けは,ここでは不可能な状況となっている0

着 r_当時は不便な新開地として敬遠されがちたったシャナクプリも,その後さらに外側に

住宅地が拡大し,またテリーの地価の高騰により.中産階級の多くが郊外に住宅を求めざるを

得なくなったことから.現在では相対的に条件の良い同地として人気が高く,分譲価格に相

当な上乗せをした価格で転売されるケースも多い｡住民の移動はかなりあるものと思われる｡

ガンディーナガル地区 (ファリダバード市)

ハリヤナ州ファリタ--ド市は,連邦直轄地テリーの繭に隣接する工業都市である調査地区

ガンディ-ナカルは,市のほほ中央部に位置する,工場労働者を主体とする住宅地区である｡

ファリタバ-ドの都市としての発展の契機は,1940年代末

に,パキスタンからの襲民を受け入れるキャンプがここに設 表 1 1 77リグバード市0の人口増加

けられたことにある｡その後積極的な工場誘致策とチリ-

の経済的比重の増大にともない,とくに1970年代以降急速

な
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めたうえで住宅は個人所有とし,下水溝の整備や飲料水用の共同井戸など若干の住環境整備

が,市によって行われているD地区内は,2-3メートル幅の道に沿って.1-2部屋･台所と小

さな庭をもつ住宅が密集している｡個別 に井戸を持つ家は少なく,路上に設けられた共同井戸

が主に使用され,また下水は道の両端に浅く掘られた排水溝に直接流されている｡しかし一

古では,耐久消費財が現在急速に普及しつつあり,住宅内部はきれいに整えられ,台所の用

具類も多く.屋根にはテレヒアンテナが林立する風景もみられる｡

この地域には,国民会議派系の社会活動団体が運営する11学年までの学校があり,公立学校

とともに.学齢期の子供の大半は就学している｡また工場労働者を対象とする医療保健システ

ムの診療所が近くにあり,労働者の多くは無料で診察と施薬を受けている｡このほかに個人経営

の医者も地区内にある｡

住民の大半は,北部諸州および現パキスタン地域からの移入者であるo宗教別の住み分桝 ま

みられず,異なる宗教に属する人々が相接して暮らしているのほ,ジャナクプリの場合と同様

である｡

2 サンプル世帯の特徴

(1) 年齢構成および人口移動

事前調査ではインド側カウンターパ-トにより,デリーtDDAコロニー,シャナクプリ地

区から200世帯,-リヤーナ州,ファリタ-ード地区から80世帯のサンプル抽出がおこなわれ

た｡

両地区における年齢構成は衰2 1に示す通りである｡インド都市部は.向都市型男子単

身移動が多いため,男子人u比率が高い.1981年センサスによればインド平均の性比 (男子

人口1,000人当りの女子人口)は.934,都市ではさらに低く,880であるO今回抽出されたサ

ンプルには男子単身t娃帯が含まれていないため,性比は比較的均衡している.

年齢構成から明らかなように,経済痛動人口に対する年少人口比率(0-14歳/15-59歳)

はデリーで.49.4%.ファリタバ-ドでは,637%である｡ これに対 して,老齢人口比率

(60歳以上/15-59歳)はデリーで.582%,ファリタハードで07%ときわめて低い｡配偶

関係からみると同居している親及び親戚の割合はテリーでは.5.8%,ファリグ-- ドでは

13%にすきず.核家族世帯が大半を占めている｡ジャナクプリは,4階建.3階建,2階建
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のアパー ト形式の家屋と 1戸建の家が配置されて

いる分譲形式のコロニーである｡それぞれは,3

loom_Set,2-room-set,1-room-setと呼

ばれる形式であり.寝象 または居間がそれぞれ

3部鼠 2剖鳳 1部屋に台所.バスルームが付

いている構成であるoすなわち,家屋構造自体都

市型の核家族の居住形態となっているo

同地区に在住する人rlの出生地別分類は表 2--

2の通りである｡

両地区とも地理的条件を反映 し,近隣の札 デ

リー,ウッタル ･プラテーシュ,パ ンシャープ･

ハ リヤ-ナ州が出生地の大半を占めている○

デリーにおいて と記の州出身者の人口比率は,

84.1%,ファリタ-- ドでは,7514%であるoさ

らにファリグ-ードにおいて特徴的であるのは.

外国出身者が.143%を占めていることであるO

ファリタ--ドは.イント･′ヾキスタン分離独立

乱 多くの避難民を受入れた経緯を持っている｡

したがってここでいう外

国で出生した者とはパキ

スタン出身者を示してい

る｡近年,同地区では L

業化が進んでいるが,こ

れは主にこれら難民に雇

用機会を提供する政策に

よるものであるoさらに

この工業化は,ファリタ

ハー ド地区への急速な人

義2-1 年齢構成
(チリ-,フ7リダバード)

デr)-

男 女

男 衣0-4 35

32 18 135- 9

53 54 41 1910-l4 71 69 38 Ll

115-19 62 65 3

9 3120-24 32

LIB 12 1225-29 24 39 9 13

30-34 32 41 9 19

35-39 42 56 20 2340-Ll4 50 46 24 18

45-ノ4950--54 4718 237 l81

455-59 4

4 160-6465- 215
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次に前任地による人口移動を考察することにする｡ファリグ--ドの場合.サンプル数が

少なく,統計的に処理することはむずかしいOチリ-の場合,移動歴に関して記入されてい

たケースは,99世帯であり,そのうち89.9%がデリーの他地区からジャナクプリへ移動して

きている｡その他はウッタール ･プラテ-シ31,パンジャープおよび-リヤ-ナ州からの

移動である｡ジャナクプリの住宅供給システムは,DESU(デリー電力供給公社)など政府

関係の仕事に従事しているLtf鼠 および､DDAに応募し,抽選によって住宅分譲を受ける世

矧 こよって構成されているoLたがって大半の世帯はすでにテリーに経済的基盤または,住

宅を取得する経済力をもってから移動してきた世帯になっているo

(2) 職業,所得および生活水準

ジャナクプリ,ファリタ--ドにおける職業構成及び所得は蓑2-3に示す通りである｡

シャナクプリにおける世帯主の職業は,サーヒス業を中心とするホワイトカラ-層が中心で

ある｡サンプルにおいては.職業間の所得格差は,あまりみられず,分類された各職業内に

おいてほ同様の所得分布が観察される｡各牧業分類内の所得分軒は,ジャナクプリでははば

i.000～2,500Rsに集中しており,地域内平均所得は1,574Rs.ファリグバードでは1,000Rs

以下に集中しており,平均は945Rsであるo

表2-3 所得と賎業分析

表2-3 1 デリー
( )内は%

＼ 所得(Rs/月) 500- 1000- 1500 2000- 2500- 3000p-3500-
4000- 汁産業分類 499 999 l499 1999 2499

2999 3499 3999第 一 次 産 業 i 2 3 2

8(4.2)鉱 業 2 I 1 I 5(2.6)

2 3 3 3 I 1 13(

6.8)建 設 I

1(0.5)商 業 1 4 6

2 1 1 1 16(8.3)1 2 2

3 2 4 1 1 16(8.3)医 療 . 教 育

5 1 2 1 i 1 日(5,7)1 21 34 30 19 i 5 2 1 122(



表 2-3-2 7 アリダバ- ド
( )内は%

忘 諾 警 竺 三) 500- 1000- 1500- 2000- 2500- 3000- 3500- 4000- L499 999 1499 1999 2499 2999 3499 3999

第 一 次 産 婆

-鉱 業 1

1(i.3)製 造 業 2 16 8 1 1 1 1 30

(40.0)建 設 2 6

8(10.7)商 業 8 1 9(12.0

)1 1 I

3(4.0)医 療 . 教 育 1 6 3 1 日 (14.7)3 3 4

1 1 13(17.3)汁 9 40 l7 3 2
2 i 1 75(12.0)(53.3)(22.7)(4.0)(2.7)(2.7)(1.3)(1.3) (

100)これらの所得水準は実際の生活水準にどのような影響を与えているであろうかD l

つの指標として考えられるのは表 2 4に示したように耐久消費財の保有率である｡ こ こで取り上けた消費財は,ラシオ, ミシン,テレヒ,冷蔵庫,スク-クーの5品臼である｡

表2-4 耐久消費財保有割合表 2-4-1 デ リー所得(Rs/月 500- 1000- 1500- 2000- 2500- 3000- 3500-
4000-品名 499 999 1499 1999 249g 2999

3499 3999ラ ジ オ 100 88.5 73.6 90.0 8

3.3 loo 100 loo 100ミ シ ン 100 80.8 86.8 85.0 80,6 82.4 81.

8 loo 100テ レ ビ 80.8 90.6 90.0 80.6 94,I 100 91.

7 loo冷 蔵 庫 30.8 69.8 70,0 86.1 88

.2 8一.8 loo 100ス ク - ク ー 7,5 7.5 5.

6 5,9 27.3 40.0表2 卜 2 7 アリダバー ド

(%)所得(Rs/月) 500- loo°- 1500-
2000- 2500- 3000--3500- 4000-品名 499 999 1499 1999 2499 2999 3499 3
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ファr)タパ-卜については.所得と耐久消費財保有率の関係ほより明白であり,月間所得

2,000Rsを契機として上記のすべての消費財を所有している.デリ-ではファリダバ-トは

と明白な特徴はみられない｡ これは抽出されたサンプルの大きさの影響をうけているものと

思われるOテリーでは耐久消乱打保有についての所得水準はファリタバ-ドにおけるよりも

若干高く,3,000Rsがその契機となっている｡消費財保有の傾向は.所得水準の上昇に従っ

て,ラジ*,テレヒ.ミシン.を購入し次いで冷蔵庫,スクーターの順となっている｡所得

が高い階層では白魚テレビからカラ-テレビを持つ傾向がみられるoラジオ,テレビ,ミシ

ンは1,000～2,000Rsで購入でき,購入し易い品目であるo

ラジオは比較的所有しやすい品目でありファリタバードでは,月間所得1,500Rsから,ま

たテレビは2-500Rs以 Lの家引所得を持つ世帯ではすへて保有しているO

ジャナクプリにおいては就業人口に占める妻の就業人口比率は,177% であるOその内

35.2%は保健,教育に従事し.その他サーヒス業に従事している人口は,481%である｡ フ

ァリタハートの場合は妻が働いている世帯は80世帯のうち2世帯であり保健,教育が1,そ

の他サ-ヒス業が1である｡

インド全体では.都市部の女子就業比率は低い｡1981年センサスにおける女子就業比率は

インド農村部では.22.45%,郡市部では,ll.65%である｡テリー都市部では,9.10%,フ

ァリタハード･7-ハン･コンプレックスでは,5.6%であるO以上の数字が示すように.イ

ンド都市部では農村部と比較して就業機会を得ることはむずかしい｡今回のインタヒュ-潤

査で得られた所見では,女子の雇用機会は教育水準とも関連性を持っている｡調査対象とさ

れた緋市中流階級においては.女子の主たる希望職種は,経験,俸給及び拘束時間ともに適

切である教職である｡教育水準については次節で考察するが,教育水準が高く,女子の雇用

機会が多いデリ-においては,女子の就業比率が高くなっているO

(3) 教育水準

デリーとファリタバードにおける教育水準は表2-5に示す通りであるO教育水準は.夫

妻ともにデリーの方が高い｡夫の5714%､妻の41.26%は大学卒業以上の学歴をもち, これ

に対してフ7リタ--トの大学卒業以上の学歴をもつ比率は,夫で817%,妻で716%であ

る｡ファリタ--ド地区の教育水準は初等,中等教育に集中しており,それぞれ.275%,

51.25%である｡またファリタバートでは妻の文盲率が高く34.21%に連している｡1981年セン

サスによれば.全国平均識字率は,36.23%.都市部男子65.8%,女子47.8%である｡デリー

都市部では,男子69.0%,女子54.7%,ファリグバード･7--ン･コンプレックスでは.
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それぞれ,650%,44.0%であるO

これらの水準からみると,調査対

象地域の教育水準は,それぞれの

地域平均よりも高い｡

教育水準は今回の調査では,所

得.子供数の決定.家族計画の実

行比率に影響を及ぼすキー･ファ

クタ-となっている｡教育水準別

の子供数および家族言!画実行比率

の関連性については次節で詳細に

蓑2-5 教 育 水 準

デリ-

夫 妻

夫 妻文 目 2 24 3 2

63 Ll 5

初 等 教 育 2 7 22

16中 等 教 育 15 1

9 41 20資 格 コ ー ス 65 58 3

3112 78 7 6計 196 189 80 76

考察するが,デリー,ファリタ-

-トにおける教育,所得,子供数問の相関マトリックスは衰 2 6に示す通りで

ある｡蓑2-6 相関マトリックス(教育水準･所持･子供数)

表2 6-1 デリー 表2 6 2

7アリダ′ヾ-ド教育水準 子 供 数

教育7k準 1.00

0.29 -0,37所 得 I.

00 0.17子 供 数 1.00

教育水準 所 得 子 供 数教育水準 1.00 0.26 0.0g所

得 1.00 -0.087-供 数 1.00ここに示した教

育水準,所得はそれぞれ世帯主のものである｡テリー,ファリグバ-ドとも相関係数は高くないが

,教育水準と所得間には正の相関,子供数と教育水準間には負の相関がみられる.すなわち

,教育水準が高いと高い所得を得ることができ一世帯当たりの子供数は少ないことを示して

いるO後者については,テリーにおいてより高い相関性がみられる｡こうした所得水準と教

育水準間の正の相関は,子供の教育に対する考え方にも影響を与えていると考えられる｡す

なわち子供に対する将来の期待度にも関連することであるが,子供に,より高い教育を与えようとする傾向

を生じさせる｡ これは実際のインタヒュ-調査でも明かにされることであるが,子供に対し

て.子供が望むたけ高い教育を与えようとする両親の希望が見られる｡教育は家族計画実行比率,所得決定の重要な要因

であるが】同時に子供数決定のためのキー･ファクターでもあ
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蓑2-7 世帯主の年齢別,教育水準別子供数

表2 7-1 テリー

､＼＼教育水準咋齢 ＼ 文 盲 無 学 歴 .細等教育 中等教育 資 格コ ー ス 大卒以上 す べ て の

教 育 水 準20 - 24

0.5 0.525 - 29 】,0 i.2 十

30 - 34 2.i I.8 i.7

35 - 39 6.0 3.0 3.5

2.6 1.8 2.340 - 44 4.0

2.7 2.5 2.845 - 49 5.0 4,0 4.5 3.3

3.0 3.450 - 54 3.

0 2.9 2.955

- 59 5.0 3.0 4.0全 年 齢 5.5 3.5 3.9 2.8 2.2 2

.6表2-7-2 フアリダバ-ド急き讐竺
文 盲 識 字 /LL 初等教育 中等教育 資 格

コ - ス 大卒以上 す べ て の教 育 水 準20

- 24 0 025 - 29 1.

0 0.5 2.0 1.030 - 34 4,0 2.5

3.5 0 2.935 - 39 6.7 2.8 4.0

4.840 - 44 4.0 4.0 2.9 3.4

4.0 3.0 3.3Ll5 - Li9 5.0 4.0 4.0 3

.8 3.0 Li.0 4,050 - 54 5.0 5

.055 - 59 i.0 6.0 3.5 3.5仝 年 齢 3.3

4.0 3.0 2.9 2,3 3.3 3.5教育水準別の子供数は,

デリーにおいてより明白な分布を示しているDすなわち世帯主の学歴が初等教育の場合にお

ける子供数は,平均3.5人であり,大学卒業以上の場合には平均22人であり,1人以上の差があるD こうした教育水準別の子供数は,各年齢層において.学

歴が高いほど子供数が少ないという同様の傾向がみられる｡



教育水準についてはそのレヘルに従って

i:文盲,2 字は知っているが無学歴.3･初等教育.4･中等教育,5 資格コ

6-無資格訓練コース.7 資格訓練コース,8 大卒以上 とした.

図 2 I- 1 デリー 図 2-1 妻の教育水準と子供数
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妻の教育水準と子供数の関係については,テリー,ファリタハートともに明白な関係が観

察できる｡妻の教育水準の向上は,子供の教育に関する考え九 すなわちより質の高い教育

を与えようとする傾向を促進し,また家族計画の実行比率を高めるうえでも重要な要因であ

ると考えられる｡

(4)家族計画

出生率低下のための重要な要因の 1つとして乳児死亡率の低下が考えられる｡1980年にお

ける乳児死亡率は,SRS(sample leglStrat10rlSystem) によればインド全国平均は出

生1,000に対し114,都市部では65,テリー都市部では1978年64.ハリヤナ州都市郎では53と

非常に低い数値を示している｡都市部における乳児死亡率の低下は.医療施設を十分に利用できる

こと,また公衆福生状況も農村部と比較して充実しているためと思われる｡今回の調査では,

乳児死亡率低下および医療水準をみる1つの指標として子供の出産場所に関する調査を行っ

た｡

表 2-8 出産場所別出産比率

､+ 医療有資格者

そ の 他丁 リ ー 132(72.5) 29(15.9) 2

1(H.5)8(10.3) 24(30,8) 10(12

.8) 38(48.2)イ ン ド都市 部 50.9%

16.1% 26.5% 6.5%イ ン ド農村 部 1

5.6% 8.6% 60.0% 15,8%*1978 Gov of lndla.Levels.TrendsandDiNe

re仙alstnFerluLty,1979表2 8で明らかなように都市部

では医療機関及び医師等の立合のもとで出産するケースが多く,反対に農村部では訓練を受

けていない医療関係者立合いのもとの出産率が高くなっているOさらに.インタビュー調査

で明らかにされることであるが,所得が高くなるにつれて出産場所も無料で医療を受けられ

る政府経営の病院から.質のよい医療を受けられる私立病院での出産率が高くなっている｡

こうした傾向はデリーにおいて,より顕著にあらわれている｡医療機関に

おける出産率もファリグハードよりチリ-の方が高いQ表2 9は.子供数と家族計画の

実行比率の関係をみたものである｡注目すべき点は,チリ-における家族計画実行比率のピ

ークは子供数が2人の世帯であり,ファリタバ-ドの場合は3人から4人の子供をもつ世帯である｡ この傾向が甥憩とする子供数に通じるものとす



れは,デリーの場合には2人 ファリタハードの場合3-･4人ということになる.

衰2-9 子供数別家族計画実行比率 ( )内はサンプル数(形)

地 域 回答 0 1 2 3 4 5

6 7-∫ 汁デ リ ー YES 1.7 ll.0 31.2 16_8 8.7 6A
1.2 LZ 77.7(135)NO 1.2 2.9 6.

4 5.8 3.5 2.3 22.i(38)YES 3.6 3,6 23.6 23.6 10.9 I.8 67.I(37)

NO 1.8 i.8 9.1 3,6 9.1 3.6 1.8 1.8

32.8(l8)こうした家族計画に対する態度は,教育水準および年齢によってどのよう

に途うのであろうか｡ファリグバートの場合.家族計画実行者割合は,解答のあったうちの67.

3%,37世帯のみであるので,抽出されたLtr帯から上記のような関連性を考察すること

は,不可能であるOテリーの場合については表 2 10に示す通りであるO実行比率は,教育水

準の上昇とともに高くなり,大学卒業以上での実行者比率は半数に近い44

19%である.年齢別にみると,再生産年齢にある49歳までの実行比率は

,70.35%に達している.表2-10 年齢･教育水準別家族計画笑行者比率.デリー

( )内はサン7′ル数.+ 文 旨 識 字 /無 学 席 初等教育 巾等教育 資

格コ ー ス 大卒以上 二十20 - 24

0.58 0.5825 - 29 - - - 2.3

3 2.3330 - 34 - - - 2.9

1 ll.05 13.9635 -- 39 0.58 0.58 1.16 3,49 9.88 15.6

940 - 44 - LIB 9.

88 8.72 19.7645 - 49 0.58 2_33 6.98

8.14 18.0350 - 54 - - 3,49 3.49

6.9855 - 59



現地調査報告

3 調査結果分析 - 都市生活と家族計画

2節においてイント側予備調査にもとっさ,所得 ･噂業 ･父母の学歴/年齢など,サンプ

ル世帯の特牡 およびその子供の数や家族計画の普及の間の相関についてみてきた.概略的

にいえば,高所得層 ･高学歴層の若年世帯はど子供数が少なく,家族計画実施率も高くなる

傾向を示しているo日本側調査者の調査したサンプルでも.現存子供数は表3-1のように

同様な傾向を示す.家族計画については真 13を参照していただきたい｡

この節では,こうした点についてやや詳しく考えてみたい｡データは主に日本側調査の実

施した少数サンプルの情報を使用する｡

.I

川 所得と生活様式

所得が,子供の数と規定するうえで大きな要因であることは,第2節でもみたとおりであるO

ではなぜ高い所得層では子供の数を制限する動機が強まるのか,低い所得の生活と高い所得

の生活では,現在のインドの都市生活のなかでとのような差異があるのか.について様々な

側面から考えてみよう｡

① 生活水準

ポイントの第 1は,一般的な生活費用の問題であるO所得が高くなっても,家族が望みまた

社会的にも期待され容認される生活水準が高くなれは.生活費用もまた上昇し.子供を産み育

てる余裕はかえってなくなることも考えられる｡また生活水準が向上すれば,それに応じて子

育てに直接かかる費用も高くなるわけであるから.生活費用は,子供の数を規定する大きIi要

因となるものである｡今回の調査では家計調査は行えなかったが,生活水準に関するいくつ

かの指標から.所得階層別の生活費用の差について,ある程度のE]安と得ることができよう｡

蓑3-2は,所得階層別にみた生活水準を,耐久財の普及とミルクの購買量の面からみたも

のである｡耐久財については,すでに200および80のサンプルについて第2節で概略を示したが,

ここでは標準的な購入価格と維持費用を考慮して,注に記したようなポイントをつけて表示し

た. ミルクは,全国的な規模の家計調査などをみても,食習慣の差異の別なくインドでは支

注 第3節においては世帯所得は夫と妻の所得の合計とする.ライフ･サイクルの時期に応じて変動幅

の大きい子供の所得は除外した｡
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出総額に最も敏感に反応する食品である｡

この裏から以 卜の点をみてとることができよう｡

1) 両地区共に,こうした物の繭からみた生活水準は】収入の増加に応じて旨実に伸びている

衷3-1 現存子供別サンプル世帯数

平均(人)汁現 存 子 供 数 (人) 現 存 子 供 数 (人)0 1 2 3 Ll 5 平 均 0 1

2 3 Ll 5 6以1.(収 入)(Rs/月)～ 999 1 213 324 4 22 21 3.2 1i0 2 5 6 2 2 3.71000 - 19992000 一一 29993000- 831 2.73.01.6 4 8 2 3

.81 6 9 16 4 3義-1轡 I 2 9 14 4 2 3Tiq 820 - 2425 - 2930 -- 34 11 1

31 22 i2 0.51.42.2 1 11 15 42 I2 i1 3.33.53935 - 3940 - 4445 - L19 32 53I 12 12 2.92.84.2 3 3

31 1 4.36.050 以 上 2 I 3.

3 1 4.02 5 9 ill 4 3計､轡 1 2 9

tLl Ll 2 SN BI I 2 2 3 1

3.I i 45 8 2 2 3.9389- 12

子 咋資 格 コ- ス等 2 2 64 1 2 3.02.9 11 31 2 3.0カ レ ッ ジ

I2 51 3 2.6I.3 2 4.01 6 10 15 4 3諒､や 1 2 9 14 4 2 諒､一挙

〔母親学歴〕6- 8'LU■咋

I



現地調査報告

が.とくに所得の開きの大 義3-2 生 ,舌 水 準

きいシャナクプリ地区の場

合,サンプル世帯の物的な

生活水準にかなりの差があ

る.

2) シャナクプリ地区の場合,

月収3.000ルビ-前後で,坐

活水準に格段の差が生じて

いる｡

3) 両地区を比較すると,同

じ所得階層でもシャナクプ

リ地区のほうが.耐久財の

普及やミルク購買量が高い

傾向が認められるo

1)と2)の点は,所得の上昇に

応じて生活費用もまた上昇する

耐 久 財① ミルク購入
量(Rs/臼) ポイント り

‖∃1人～ 999 7A

0.2Li1000 - 1999

ll.3 0.322000 - 299

9 ll.0 0.393000- 21.0

0.60全 12.5

0.38～ 999 2.

2 0.171000-7.
40
.
27
坐 4
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50
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21
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シ累易歳ラク動財-自

簡冷カス自久耐①往こと,とくに都市中産階級とも言うへき月l約 000ルビー以

上の層では,彼らが望みまた期待されている生活を維持するためには.かなりの生活費が必要

であることを示しているO直接子育ての費用に結びつく離乳期の食餌についての回答をみても,比較的高価格の果物等を日

常的に与えたとしたのは, こうした高所得層に限定されていた03)の両地区間の差は,

ホワイト･カラーの多い大都市近郊住宅地と工場労働者住宅地という性格の違いに基つく,デ

モントレーション効果の差と見ることができよう｡ この意味では,同じ所得階層のなかではシャ

ナクプリ地区のほうが▲より生活の逼迫感が掛 ､と考えられる｡こうした生病費用の上昇

は,物の面だけではなく,表3 3に示すように医療などサービスの面でも強く表れているO両地

区とも.公的な医療機関の上臼交的整った地区で,低料金での医療が保証されているにもかかわらず,高所得層では,個人経営の医者や私立

病院などを利用している場合が多い｡@ 子供の教育第 2のポイントは子供の教育であるO子供達にと こまで,どのような教育を与えるかは.



蓑3～3 利用医療施設①

所 得 階 層 利 用 医 療 施 設
公 立 医 療 保 険 不

明/不定(Rs/JV- 999 4

㊥ 2 4loo° - 1

999 8 2 32000 - 2999 2 1

43000 - 1㊤ 6 2

坐 15 2

1 134 6 4 6(Rs
/月)～ 999loo° - 2

2 3 7全 6 8

7 13任) l部捜数回答を含む㊥ 軍付属病院各lを含む

学歴が雇用機会や雇用条件と密接に結びついている郁市部では,子供達の将来を決定する最大

の要因として大きな意味をもっているOサンプルLtt帯の世笛主の学歴と収入に強い相関の

あることは表3 4にもあらわれているが.とりわけ触11後の高等教育普及にともなう学歴イ

ンフレといわれる今Elの状I見下では,教育は親達の最大の関心事と言ってもよいだろ

う｡蓑3-

4 世帯主学歴と所得階層tl

ir 器 主 子 歴資格コースな ど

カ レッ ジ 絃士以上5

2 35 I4

3 4(Rs/JV

～ 9991000 - lg

g92000 - 2999 2 5

3000 - I 4

全
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調査結果に入る前に,イントの教育制度について簡単に触れておくo就学年齢は日本より1

年早く5歳である01-5学年が初等,6-8学年が中等,9-ll(以前は12学年まで)学

年が高等と区分される｡その後,カレッジ.修七 博士課程へと進む場合と,職業訓練や資

格取得コースへ進む場合がある｡1-11学年までについてみると公立学校と私立学校がある｡

後者の多くは英語による授業を行っており,高等教育に進む場合は有利だと言われている｡教
注 注

青の義務化は実現されていないが,登録率は年々向上し,初等レヘルの登録率は7980年現在

全イントで83.6% (男100.2%,女659%)となっている｡

表3--5は,両地区について現在18歳以上の子供がいる場合の子供の最終学歴と,i-ll

学年までに通学中の子供のいる場合の学校の種類を,示したものである0

18歳以上の子供の最終学歴をみると,

i) 全般的に高い所得階層では高い教育水準を与えている,ということの他に,

2)月収1,000ルピー未満の層では,カンティ-ナカル地区のほうが教育水準が高い,

3) ンヤナクプリ地区では.月収が2,000ルビ-を超えると教育水準が大きく上がり,カレッ

ジ以上が大半を占めるようになる,

といった点が注目される｡ 2)についてはサンプル数が少ないためなんらかの傾向を見出すこ

とは危険だが,前述の珪活費用の側面を考え合わせると,この所得階層ではシャナクプリ地

区のほうが教符費用の負fiiがより困難であるとも考えられようO

通学中の学校の種類をみると,シャナクプリ地区では所得階層が上がるにしたがって私立が

多くなり,月収3,000ルピー以上の世帯では,公立学校は0となっている｡ガンティーナカル地

区で,低所得階層を中心に｢その他｣が多くなっているのは,制服等が支給される社会活動団

体の運習する学校が,地区内にあることによるo高所得層を中心に.私立学校が多くなっている

のは教育内容･施設をいった繭とともに.上級学校進学に有利であるという理由によるもので

あり,18歳以上の子供の最終学歴とともに, この層が子供に高い水準の教育を与えようとし

ていることを示すものである｡

こうした点をみるために,｢あなたは子供にと こまで教育を与えたいと思っていますか｣と

質問した回答が蓑3-6であるO両地区とも所得が高くなるにつれて,｢子供次第｣が減り ｢出

来るだけ高く｣が増加し,またはっきりと望ましいレヘルを特定するケースが多くなる0月

収1,000ルピーを超えると,カレソジ以上を期待する親が多くなり,月収3.000ルピー以上では修

士以上が望まれていることをみてとることができよう｡

注 登録された児童のすへてが恒常的に就学しているi:は限らない0
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表 3-6 子供の教育への期待

一 般 的 に回答 した場 合 不 明

汁で き る限 り 子供次第 ま で

修士以上(Rs/月)～ 9991000 - 1999 L14 3 1 2

5 I 03 =ー132000 - 29993000 - 42 1 1 2 5 1

0 79坐 14 4 冒 9 6

4 39(Rs/月)～ 999 3 3 8 LI 0
181000 一一 2 3 I 5 2 13

全 5 6 9 9

2 31こうした高い教育への志向

蓑3-7 教育費の負担感紘,当然

教育費用の負担を増している｡

表3--7はその負担感を示す

ものである｡月収2.000ルピー以 上の層以外では,

教育費用は深刻な問題であり,

回答者のなかには,自分達

は検約をしても子供には教育を受けさ

せたいと語るケースも多かった｡またジャナクプリ地 所 得 階 層 感 じ る 不 明

(Rs/月)～ 999

Ll 2 41000 - 1999 7 2 4

2000 299

93000 - 13 45

21坐 15 13 ll(Rs/月)～ 999 18 0 0
lOOO ～ 8 3 2全

26 3 2区では.月収3.000ルピーを超える層でかえって負担感が強くな

っているのは,この層では期待する教育水準が非常に高いものであることを反映していると考えられるO

以上 教育に対する回答を見てきたが.所得階層が上がるにしたがって高い水準の教育が

強く望まれ,またその費用の負担がとくに月

収1.000ルピーから,2,000ルビ-程度の層では大



(2) 所得と家族生活

生宿水準となら/Uで,それぞれの家族が子供の数を決めるうえで重要なポイントに,家族形

態や生活スタイルの問題があるOインドでは一般的に,拡大家族に典型的にみられるような大

家族が望まれ,妻の家庭外での就労は好まれず,老後は息子家族がみるのが理想とされてき

たと言われている｡ こうした家族のあり方は,かなりの数の子供を比較的容易に育てることを

可能にするものであり.また何人かの男児をもつことを必要とさせてきた｡今日のイント都

市ではすでに大家族は少なくなっていることは,全国規模の統計にも表れているが, こ こでは

こうした家族生活の変化を,所得との関連を中心にやや詳しく触れてみたい｡

くわ 家族形態と老後の生活

蓑3 8は両地区サt/プルLu帯の家族形態と平均家族人数を示すものである｡夫婦と未婚

の子供からだけなるいわゆる核家族の割合は,全般的に高く,とくにガンディ-ナガJL,地区で

は91%とその大半を占めている｡ こうしたカンディーナカル地区の高い核家族割合の背景に

は.サンプル世箱の世帯主が比較的若い層に偏っていることの他に.同地区はここ15年程の問

に移住してきた人々の住宅地であること,またデリ-に比へてまた家賃や住宅価格の安いこ

の地区では.結婚した子供の独立が比較的容易であることがあると思われる｡

(三;望≡孟宗雷+抹 始の至芸,L8 家族形級 数

家 族 形 態 平均家 族人数 (人)I l

Ⅰ 汁(Rs/月)～ 999 5(50%) 5(50%) 10(100%) 5.55.

64.73161000 - 1999 8(62%) 5(3

8%) 13(100%)2000 - 2999 6(86%)

1(14%) 7(100%)3000 - 6(

67%) 3(33%) 9(100%)坐 25(64%

) 14(36%) 39(100%) 4.9(Fts/刀)～ 999 17(94%) 1( 6%) l8(100%) 5.7

1000 - 12(86%) 2(14%) 14(1

00%) 57全 29(91%) 3(
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所得階層別にみると.サンプル世帯の所得に大きな差のないガンティーナガル地区では

差ははとんとないが.シャナクプリ地区では,低所得層に核家族が少ない｡しかし核家族

以外の家族形態のなかに,捜数の既婚兄弟をふくむ拡大家族型はきわめて少なく,ほとん

どが3世代家族であることから, こうした傾向は.伝統的な大家族志向の表れというより

むしろ住宅事情や老齢両親の扶養といった経済的理由によるものと,考えてよいだろうO

この点は.老後の生活の見通しに関する質問への回答をまとめた衰 3 9によっても.確

認されるO高所得層では経済的に自立した老後を考えている世帯が多く,逆に低所得層では

子供への期待度が高いことが.両地区を通じて認められるが,とりわけジャナクプリ地区では.

この傾向が顕著であるo老後の経済的自立を保証するのは,退職金や年金 ･企業保険 (provld

ellt fund)であるが,低所得層に多い小規模企業や非組織部門での雇卿 こはこうした制度が

ない場合が多く,またこれらの受け取り鰍 ま就業時の給与額に応じて決められるために,た

とえ支給対象となっていたとしても低所得層では十分ではないのである｡

蓑3-9 老後の生活の見通し①

一部子供に期待 子供に期待 計

(Rs/刀)～ 9

99 1 4 i 6100

0 - 1999 3 5 2 102080 2

9993000 - 6

6 3 69全 16 l2

3 31(Rs/j0
-- 999 I 8 6 15

ー000

- 1 8 3 12全 2 l6 9 27(カ 不明を除く

また老後の生活を子供の援助に期待している場合も,その実現性については確信をもてない

ケースが多くみられた｡ ｢時代が変わっているから･･･｣r息子も結婚したらあてに

できない｣といった心配を語る回答者が多いのであるOこの点は,息子家族との同居が一般

的な農民と都市住民の老後のあり方の遠いを示しているO農村では子供 (男児)を持つことがかな

りの程度まで老後の保証につながるが,都市部では必ずしもそ



以上みてきたような家族形態や老後の見通しの傾向は,子供を育てるという観点からみる

とどのような意味をもつものだろうか｡まず核家族型が多いことは,夫婦が自由に子供の数を

決めやすいということにおいても,また子育ての補助者が得にくいということにおいても.

子供の数の制限を促す要因になるであろう｡老後の保証としての子供の意味も比較的小さい｡

この点はとくに所得の高い層では顕著であるが.低所得層においても.子供達が教育を受けて

条件のよい雇用でも得ない限り同様な傾向にあると考えられ,サンプル世帯の家族形態は,

全休として少ない子供を志向するものとみてよいだろう｡

@ 要の就労

家族関係や生活スタイルの変化のなかで,妻の就労は子供の数を直接規定する要因となる

ものである.とりわけ今回のサンプルのように核家族化が進んでいる場合では,その意味は大

きいと予想される｡今回の調査では,妻の就労状況とともに就Ij3'に対する考え方も調査項目

に加えて, この点を考えてみた｡

まず妻が就労中の世帯,および妻が就労を是認する態度を持つ世帯とそれ以外の世帯との

問に.家族計画実施率や子供の数に差があるか否かという点をみたのが,表 3-10である｡シャ

ナクプリ地区の場合,妻の就労中の世帯の家族計画実施はやや高い傾向を示し,子供の数に

は大きな差はない｡一方ガンティーナガル地区では逆に,就労していない世帯のほうに実施

率が高く,また子供の数も少ない傾向を認めることができるoこのような差異の背景には,両

地区における妻の就労環境の違いがあるものと思われるo

表3-10 妻の就労と家族計画

荏)サン7くル夫 婦 数 家 族 計 画 現存子供数実 施 非実施 不要/不明 0人 1 2 3

LJ 5人以上全 サ ン プ ル-PfJ, ウ (彰 42( a 29 8 5

5i2 7 14 l9 44妻 が 就 労 を 是 認㊥ 9 2)22 7(1)16 ★い

I 2L1 13 46 48 1冒1妻

が 就 労 を 否 定不 uJ‡ 20 】3 7 1 3 3 4 7 13妻の就労小サンプル㊥ 321(2)@ 18ttい 6 8(1) 1 1 13 ll(い 6tt

い妻 が 就

労 を 是 認㊥妻 が 就 労 を 否 定 1615 7lO 5I 44 1 1

76 2951不 明

1 I注① 1サンプル世箱から複数の夫婦をとった



項地調査報告

この点を考えるために,両地区における妻の就労状況と就労者の学歴年齢 態度をまとめ

たものが,表31 1と表3-12であるO以下その主要な点をまとめておく｡

1)妻の就労状況には両地区間に大きな遵いがあり,ガンティーナカル地区では妻の就労

している世帯がほとんとないのに対し,シャナクプリ地区では妻の就労率が高い｡シャナク

プリ地区についてさらに詳しくみると.

E 所得階層別では高所得層において妻の就労率が高く,とりわけ月収3,000ルピー以上の

層では半数の妻が就労している｡

日 学歴をみると高学歴層に就労率が高い,という傾向がある｡

2)妻の就労に対する態度に関しては-

1 所得階層別にみると高い階層ほど,シャナクプリ地区では妻 ･夫とも希望 ･是認が多く,

逆にガンティーナカル地区では否定的態度が多い｡

日 学歴別では両地区ともに,高学歴層ほど妻 ･夫ともに是認傾向が強まる｡

IIF 年齢別には明瞭な傾向はないものの,ジャナクプリ地区では35歳以上の妻に若干積極的

な態度がふえる｡

3) ジャナクプリ地区について妻の職種をみると,高所得 ･高学歴層では公共部門雇用が

多く低所得 ･低学歴層は縫製 ･編み物なと内職が多い｡

以上の諸点からどのようなことが考えられるだろうかOまず第 1点は学歴と就労可能な戦

種の問題である.既婚女性にとっての就労は.時間的に可能で社会的にも容認されやすい職種

の雇用機会によって大きく左右される｡とりわけ今回の調査対象が.最貧層をはとんと含まな

いサンプルであるため,妻の就労はかなり選択的である (妻の就労条件のコラム参照)｡ 教師

･事務員 (とくに雇用条件の安定している公務員)など既婚女性に人気の高い職種は,カレッ

ジ以上のかなり高い学歴を要件とするものであって,12学年終了程度の学歴層ではこうした職

に就くのは難しく, このことが低学歴層の就労に対する態度を消極的にしていると考えら礼

るOガンディーナカル地区では月収1.000ルピー以上層で就労の希望しない妻が増えるのは,あ

る程度生活に余裕ができると,r尊敬される｣仕事に就く可能性が小さい状況下では就労自

体に対しても消極的になることを示していよう0

第2点は,妻の就労率の高い高所得層では,妻の収入がその高所得を支える重要な柱になっ

ていることに注目したいOシャナクプリ地区月収3,000ルビ-以上世帯の場合,妻の月収は

I.000 I,900ルピーと高額で雇用条件も安定しており,先に述べてきたようなこの層の高い

生活水準や教育への期待を支える不可欠の要素となっている｡夫もまた妻の就労を是認し期

待しており,家庭電化による家事労力の削減 (山部では洗濯機なども導入されている)や安
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塞3-11 要 の 就 労
〔ジャナクプ リ地区〕

所 謂31 階 僧 (Rs/月)

年 齢- 9991000･-19992000-29993000- 8学年以 下 9-12学 年 資格コース等 カレッジ以上 20-29 30-34 35-39

40-44 45-50 50+絵 サ ン プ ル 夫 姑 致① 1202 133 7i 105 ユ2i 163 31 ll4(0) 123

72950 91 81 20 42(0);ド (i)
(0) (o) (0) (2) (0) (0) (2) 1400妾 .平 均 月 収 (Rs) oZ(35) 400(60) 1400

(0) 1420(o) (0) (43) 1100 1500(43) 750自 営 02しト 3(

1) 1(0) 4(0)1(o) i(0)
1(2) 1 i11 11 (2) 1 1磁 用 ( 'in: 2 1 21 1 1

垂の就労に対する態度③妻 希望 汁r-'でできる仕■好のみ 4〔l 7〕 4〔3〕 7 3 9 〕

2 8 5 5 6 4〔〕 2象･良い.仕 :312;の み④ 1.〔3〕 [1〔3〕〕 〔7〕 〔2〔6〕 〔2〕 〔8〕 〔1〕 l ∫i,hZ A ＼塀

8 〔360 Hj3 3 〔Sつ9 (2〕7 1 3 〔1〕 〔1〕7 2 3

〔2〕4 2 日〕2夫 賛 成

各 件 付 ′ 成 2 6 2 7 2 6 2

7 6 4 2 4 2 2→し ★

反 対 55 15 1

4 2i 5 18



黍3-12 蟹 の 就 労
〔ガンディーナガル地区〕

～ 999 1000 - 6-8学年 20-29 30-34 35-39 40-4

4 45-49 50十18 14 17 50(1) 9 8 9 70 5 2 10(2

)･ー 1(0) i十い 0 (2)

1 0 01000? 1000(?) (35) -妻

の職純白 宮腰 用 ( 芸 (2) 1(0) !しい (1) (2) 1

守t 希 望 三十 13 3 8 3 6lト【5〕 6 5 4〔王〕〔3〕 1lト 1

1 1〔Sつ【2〕〔8〕 l卜(2〕 (2〕〔6〕 lトtl〕〔1〕 〔2)〔4〕 〔2〕1:(2〕不 希 翌不 明 / そ の 他 5 101 81 2 3 2 4

3 31夫 賛 成条 件 付 資



価な家事手伝いの雇用が可能といった条件も,妻の就労を容易にしている｡

以上のように今回の調査から,シャナクプリ地区の月収3,000ルピー以上層のようなかなり

の高所得層での妻の就労は,子供の数の制限に直接間接に結びつく要餌となっていることを指

摘できようOまた当然のことながら就労率の高い高学歴の妻は,家族計画によって再生産期

間の終Tが早いたけではなく結婚年齢が高いためにその開始も遅く,結果的に短い再生産期

間を持つことになる｡

今回の調査サンプルはインド都市部全体からみると所得の高い層にあり,調査結果には貧

困層の傾向は出てこないO全インド規模の抽山調査によると雛市部女子労働者の大半は,生活

の必要に迫られて不安定な労働条件のもとで低賃金で働いている貧困層である｡所得が上昇

すると女子の就労率はいったん下がり (我々のサンプルでは月収2,000ルビ-程度まで). 所

得が高い層になるともう一度就労率は上昇する｡貧困層での女子労働と高所得層の女子労働

はその性格とまったく異にするものであり′女子就業者がより高い生活水準を志向し家族計

画にも積極的な態度を示す今回の調査サンプルの傾向は,今日のインドの女子労働一般にあ

てはまるものではない｡

以上 都市部における所得と都市的生活の様々な面から.家族計画を考えてみた.比較的所

得の高い層では,家族関係や生活様式が少ない子供を望む方向にあること,また所得の比較的

低い層でも多子を持つことが困難である状況にあることが,調査結果に示されている｡またこ

うした傾向は大都市近郊住宅地であるシャナクプリ地区において,二l二場労働者住宅地域ガン

ティーナガル地区よりもいっそう顛著に表れているOこれらの点は,子供の数と家族別画実施

率についての調査結果に合致するものである｡

(3)家族計画普及の特色

表3 1,2においては家族計画の実施者の側からその普及の要因について考えた｡次に

家族計画政策と実施者の接点の問題として､家族計画実施方法について触れておきたい｡

インドでもっとも一般的な家族計画方法は避妊手術である｡現在政府は実施方法の多様化に精

力的に取り組んでおり,ピルやコンドームの使用も都市部では増えているが,いまだに全体では手

術の比重が高い｡1983年現在,家族計画を｢効果的に｣実施している夫婦のうち85%が手術, 5%

がIUD,10%がその他の方法によるものと推計されている｡手術は一一度行えば実効率がはは 100%

と行政側には確実な方法であるが,実施者の側からみると将来の可台日生を断つものであるうえに後

遺症など健康上の心配や心理的な障害が大きいなど,必ずしも受け入れやすいものではない｡とくに

2人程度までの子供をもつ若い夫婦にとってはこうした問題は深刻である｡したがってピルやコソド
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-ム,IUDなどスペイシンクの方法として使えまた復元可能な方法の普及が望まれているわ

けであるが, こうした方法が確実な効果を得るためには,ある程度の知識と恒常的な努力が必

柴とされるため,使用者は都市部を恥じ､とする限られた層に留まっているのか現状である｡

この点からも,家族計画の実施方法が実施者の状況と目的に応じて,多様な方法の中から選択さ

れることは,家族計画普及の成功度をみるうえで重要であるQ

表3-13は両地区における家族計画実施方法の内訳である｡主要点をまとめると,

1) 両地区とも全イント平均に比べて手術以外の方法の割合が高く,とりわけジャナクプ

リ地区では実施者の半数以上が手術以外の方法によっている｡

2) 所得階層別にみるとガンディーナガル地区ではほとんど差がないが,シャナクプリ地

区では高所得層では手術以外の方法の割合が高く,とくに月収3,000ルピー以上では手術

は皆無である｡

3)現存子供数でみると.1手術は両地区とも3人以上から急に増加し,Flシャナクプリ

地区では 1 2人の子供をもつサンプルでスペイシソグ方法が普及している.

4) 妻の年齢でみるとシャナクプリ地区で若年層にスペイシソグ方法が普及している｡

といった諸点を指摘できよう.全般的にみて, シャナクプリ地区においては家族計画実施方法

の多様化が実現されているのにたいして.ガンディーナガル地区では手術の比重が高い｡ こ

のことは実施率自体カンティ-ナカル地区のほうが低いという結果をもたらしている｡また

高所得層ほと.手術以外の方法の割合が高いことも注目される.ピルやコンドームは一般の

流通機構のもとで販売される高級品とともに,補助価格または無料の政府配給品も入手可能

であるが.低所所層が積極的に導入するためには,品質向上と使用方法に関する啓蒙活動が

よりいっそう必要であろう｡

以上のような家族計画実施方法に関する調査結果は,3ll),3 (2)で述べてきたような

実施者側の家族計画に対する必要性と態度を反映するものでもあるoジャナクプリ地区の高

所得層のように子供の数の制限に強い動機を持つ層では,より自発的な家族計画が実現され

ているとみることができよう｡

(4)移 動

今回の調査地は両地区とも新興地区であるため,調査サンプルの世帯主は全世帯で移入者

である｡世帯主の出身地をみると,両地区とも北部諸州およびデリーがその大半を占める｡

1947年の分離独立時にパキスタンから移入した難民も両地区ともにみられる｡この他に,チ

リーの住宅地であるシャナクプリ地区では,少数ながら南部諸州出身者やカルかy夕など,他

一61-



表31 3 家族計画実施方法 ①

実 施 非莱施 不普 汁 弓 実 施 非実施 ィ､要 :i夫I:S 妻S ピ コンドーノレム 不明 夫S 妻S

ピ コンドーノレム 不明- 999 1 i 2 11

5 2 12 2 3 31 1 6 3 181000 - 19992000 -- 29993000 - 21 42 337 11 21 ll89】ト 3

1 0 3 】2全 4 7 15 2 7 5 40 6 6 4 2 6

6 30f現存+供数〕 人O 31 51i i 2 1 3 3 1i

i 4 3 I 8234 81

1 1i i 21 10ー33 32 I

12 131 114 391356人以上 1 3F 1 2

1 1 32坐 4 7 15 2 7 5 40 6 6 4 2 6 6 30(妻の年#3 歳20 - 2425 - 29 1 24 I 13

22 48 1 2 l 2 2 830 - 3435 - 3940 - 4445 - 4950 以 上 3

i 2121

34



現地調査報告

の大都市出身者もサンプルに含まれている.

シャナクプリ地区の場合,サンプル世帯の世帯主のテリー滞在年数は長く,大半の世笛で20

年を超えている｡この地区が分譲住宅地を主体とする地区であるため,現住所に移転してく

る前に,数回テリー市内で移動している場合が多い｡カンディーナカル地区ではフアリタハー

ド市描在年数は10-20年程度がもっとも多いo ここでもソヤナクプリ地区と同様,何度か市内

で移動した後に現住所の居住しているケ-スが多くみられるが,同時に先に移動している親

戚等を頼って直接移動してきている場合もある｡

このように両地区とも移入者によって構成される地域であることから,その出身地や現住

郡市での滞在年数によって.生活様式や家族計画に対する態度が異なることも考えられる. こ

こでとくに注目したいのは.出身地の農村 ･都rfl-Blは 現住都市滞在年数による違い,つまり動

態としての都市化が,移動者にどのようなインパクトをどの程度与えているかという点である｡

蓑3-14は出身地別にみた所得階層.家族形態,家族計画実施乳 妻の就労率である.ジ

ャナクプリ地区の場合,農村出身者は低い所得層に多い,家族人数は平均より多い,家族計

画実施率は低い.妻の就労率は低いといった傾向をもつ.一方カンディーナカル地区の場合

には,いずれの点についてもはっきりとした傾向はみられない｡ジャナクプリ地区にみられた

傾向が出身地の速いを反映するものなのか.たんに所得階層の違いに基づくものかを検証す

るために.それぞれの所得階層別に,地身地/滞在年数と,生活水準の指槙としての耐久財普

及度 ･ミルク購入亀 世帯主の学歴,家族形態などとの関連を検討してみたが,どの項目に

ついても明瞭な傾向を認めることはできなかった｡

サンプル数が少ないため十分な分析はできないが,以上の点からシャナクプリ地区にみら

れた農村/都市出身者の違いは,おもに所得によるものと考えたほうがよいと思われる｡とく

にシャナクプリ地区のように,農村から移入してきた人 が々直ぐに移入することが難しく,居住

者がある程度以上の収入をもつ地域では.出身地別の違いは小さくなっているといえよう｡

また都市において中程度以上の所得を得ている農村出身者は.農村人口のなかでは教育水準の

高い上層の出身であり,その意識や生活条件は,農村一般のそれよりも移動前から都市に近

いということもあると考えられるO

(5) ま と め

最後に以上の調査結果から注Elされる点をまとめておくo

i)両地区とも,インド平均からみると子供の数は少なく,家族計画の普及している地域であ

る｡ この背景には,両地区とも所得がある程度以上ある世帯を中心とする地域であること,
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〔ジ-t･ナクプ リ地【夏〕

裳 3-14 移 動 ④ と 生 活

rガ /ディーナガル地底〕

出 身 池

大 都 市 BPr.= 村 20年 十 10-19

年 9年以下- 999loo°- 19992000- 29993000-坐 3323∴10(91%) 0545147(50%)4.9人9(64%)3(21%)2(14%)2_62(14%) 6411127(58%) 7105426ll(64%) 210141(25%)4.5人 0I2477(100%)5.0人'R 施非 文 施(人) 4_2人8(73%)1(9%)2(18%)2.2.5(45%) 6.0人7(58%)

5(42%)2.50 5.3人(注) ① 移劫雌に不明の多いサ ンプルを

除 く(参 世荷主の移助に関するデータ 出 J:1 地大 都 巾 そ

の他都市 戯 柑 20年 + 10-19年 9年以下- 999lOOORs-坐 3033(100%) 891714(82%)

2466(100%) 65∴ 6814 101'k 施井 'iL: 施(A) 6.0人3(100%)004.01(33%) 5.4人8(47%)3(18%)6(35%)3



現地調査報告

医療保険システム･公立病院など公的な保健医療施設や教育施設の充実など生活環境の比較

的良好な都市住宅地であることなどの要因があると考えられる｡

2) しかし家族計画の普及の程度には,所得階層や教育水準によって連いがある｡都柿 中間

階層のうち比較的と層では,消費水準の上昇,よりよい雇用のための高教育水準に対する強い

志向,老後の生活設計や妻の就労にみられるような家族関係の変化なと,都市部に典型的な

諸条件が.子供の数のコントロ-ルに対する強い動機となっている｡一方工場労働者なと都市

中間層の中･下層では.こうした傾向は相対的にみると弱い｡

3) 2)の点は,家族計画の実施状況や実施方法にも反映されている｡家族計画実施時の子

供の数でもまた方法の多様化においても,実施者側の家族計画に対する必要度が大きな規定

要因となっている｡

4)今回の調査地域に関する限り,農村/都市別の出身の違いより所得の違いが生活様式

を規定する要因である｡

今回の調査は.家族計画の普及における受手刷の諸要因の重要性%,あらためて認識させる

ものであった｡受手である夫婦が家族計画を切実に必要としてはじめて,それぞれの夫婦の

必要とするときに適切な方法による家族計画の実施が,可能となることを調査結果は示してい

るOこのことはまた,都市化がただちに家族引画の普及や出生率の低下に結びっくらのではない

ことを示唆するものでもある｡今日インドでは,過去30年にわたる家族計画普及活動の成果

として,多くの人が子供の数を3-4人に制限することを受け入れてきている｡しかし現在

政府が掲げている2人っ子や実施方法の多様化の実現には,受手の夫婦が現在より高い生活

水準や高い教育を.実現可能な現実的な目的としてとらえることができるような状況を創也

することが,必要であろう｡
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第4輩 提 言

イントにおける人口,媒健,福祉に関する今回のような実地調査はおそらく前例のないこ

とと思われる｡それは,インド側の国会議員ならびに大学側と日本側専門家との間の緊密な

協力の下におけるイント調査という形での国際協力の経験である｡しかも,現地調査地域住

民の熱烈な歓迎と積極的な協力が得られた点が注目される｡

イントにおける人口研究水準は非常に高く.かつ人口研究機関もアジアではもっとも多く,

研究者の質的水準が高い｡そのような意味においては,必ずしも外国の学者による研究や外

国の学者との共同研究を必要としないといえるかもしれない｡しかし,特に日本との共臥

協力的研究は特別の意義をもっている｡

第 1は,インドの政治家のみならず専門家や学者の間における日本に対する理解の高まって

きたことである.特に,人口の分野における戦後日本における問題解決の経験についての関

心である｡イントの人口問題の深刻さ,人口増加抑制政策の困難さ等.人口に対する政策的

関心の高いインドにとって,日本の経験が興味深い教訓として甥解されるに至った｡

第 2は人口と経済との関連からみた日本の戦後の成功例に対する関心である｡人口問題の

解決に対する経済成長の意義を大きく評価しているインドにとって,人口と経済の同時平行

的解決をはかることに成功した日本の事例は重要な意義をもっている0

第 3は,イントの人口研究水準は高いが,欧米型の理論的,方法論的志向が中心であり.イ

ンドの現実に根差した政策志向的研究は少ない｡いいかえれば,研究が現実から遊離してい

る場合が多い｡

第 4は,イントは日本にとって,地甥的に遠く,文化的に比較的隔絶した国であるが.ア

ジアあるいは世界におけるインドの政治的影響力を考慮すると,密接な研究協力体制を強化する

ことは日本にとって必要であるoこのことは,E]本のインドに対する理解の向上にも貢献するで
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あろう｡

特に,人口の分野における共同研究は,インド剛にとって望ましいものである以上 日本

側の協力促進の態度いかんによって.交流を積極化することはそれほど困難ではないOすで

に,払どもはタイ,中国,ネ′ヾ-ルとの間に人口分野におけるこのような協力を実行してき

たが,国際協力の 1つの新しいありかたとしての,"相手国の問題の調査研究に両国の専門家

が調査のテサインから分析に至るまで膝を交えて行うd ことに真の協力を見出すことができ

た ｡
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調査団メンバーおよび日程

第5章 調査団メンバ-および日程

国内検討委員会 (現地調査団メンバーを含む)

黒 田 俊 夫 日本大学人口研究所名誉所長

小 泉 明 東京大学医学部教授

嵯峨座 晴 夫 早稲田大学文学部教授 (現地調査団長)

押 川 文 子 アジア経済研究所調査研究部研究員 (現地調査団メンバー)

船 津 準 二 (財)7ジア人口･開発協会参与

遠 藤 正 昭 (財)アジア人ロ･開発協会業務課長

西 川 由比子 (財)アジア人口･開発協会研究員 (現地調査コーディネーター)

現地協力者

I. 日本大使館

樽 崎 巧 日本大使館 大使

堀 内 伸 介 日本大使館 公使

宮 永 豊 司 日本大使館 一等書記官
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2. インド国会議員

Hon'bleMISatPaulMltlai

3. 政府および国連関係機関

Mt.Vcrnon PerleS Consultant,UNFPA (UnltedNZlH0nSFund Fol

PopulatlOnActlVltleS)

Mr MotonobuNIShtmula Tntelnatl()natPIOgralT)meOrrlCer.UNFPA

Mr.SK.SudhZlk(lI JolntSecretaly,MlnlStryOrHealth(indFamlJy

Wetrare

Dr R S Gupta

Prol.T.R.Anand

Pro†.B-P.Desal

DrKC Seal

Dr.SN Ray

Dr R N Pandey

Mr HL.Bhutanl

Mr.NarcshCulaLI

Dr.S.R.TyaJt

a/lr.B.R.OJha

DlreCtOr,Tr(lfflCandTlanSpOrtPlannlng,DeEht

DevelopmentAuthollty

DeanolStudiesandlicadofDepartmentorMedtcat

CaleZlndHospltaIAdmtntstrat10q Nationallnstltute

ofHealthandFamllyPlannlng

lnstttuteofEconomicGrowth.UnlVerSltyorDethl

DtrectorGeneral,CentTalStattsいca10rgantzatton

ChlelExccutlVeOfflCer.CentralStatlStlCaa

OrganlZ乏Itloo

DeputyDlreCtOr,CentralStatlSttCaJOrgantzatton

PrlnCIPal,IndustrlalTralnlllgIns川ute

CIltefAdmlnlStratOr.FartdabadComplexAdmlntStratlOn

MedlCaISuperlntcndant,ES.IHosplta1

0rgamztngSecretaryofHalyanaPradeshCongress

Commlttee

4.インタピュ- ･アシスタント

デ リ-

Mrs.LatlkaSharma

MrsSarlaChand,PrltlCIPalBedlPubltcSchool
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調査団メンバーおよび日程

77リダバ- ド

MISPrakarsh,Sharma,PrmcIPal.GaTl(lhlMemorlaIPubHCSkhooI

Mr.M氏LL1日汀a

MIRaJlndelSlngh

Mr.SubashVerma

Mr氏.C.Sharma
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調 査 日 程

期間 ･昭和60年9月15日～9月28日

調 査 概 容

9月15日 旧)

16日 t矧

17日 ㈹

･成田発

･チリ一着

･在印日本大使館 ･宮永豊司一等書記官と打合せ

･日本大使館表敬 ･堀内伸介公使

･デリーDDAコロニー･ジャナクプリ調査員,Mrs,LSharma.Mrs.S.Chand

と打合せ

･UNFPA駐印代表 Mr.VernonPerleS表敬及び調査内容説明

･DDAコロニ-･ジャナクプリ全容視察 サンプルインタヒュ一

･SP.ミックール議員事務所訪問

ファリダ/ヾ-ド調査員 Mr.G,S.Choudllry.MrsVermaと打合せ

IMtmStryOfHealthandFamilyWelfare.MrS.紘.Sudhakar,Jolnt

Secretaryと会見

･ミッタール議員招待昼食会

･DDA事務所訪問

Dr氏.S.Gupta,DlrCCtOrOlTralllCandTransportPlannlnglnDDA.

DDA設立の経過.組織についての説明

IhstltuteOfHeahhandFamHyWelfare訪問

ProfTR.Anand,DeanofStlldleSandHea(Iof°ept.ofMedlCal

CareandHospltal

イ1/卜のFamllyPlanntngの教育 ･研究 ･訓練 ･組織についての概要説明
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調査団メンバーおよび日程

調 査 概 容

･CentralStattstlCa10rgarllZatlOn

Dr.K.C.Seal,DlreCtOrGeneral

DrSN Ray,ChlefExecutiveOfrtcer

Dr.R.N.Pandcy,DeputyDlrCCtOr

品謹 告TS昌還 品 surveyの概
今回の質問表の検討

19日 仁和

20E] a

･Prof.Desal.InstltuteOfEtonomlCGrowth

ファリダハードの歴史的概要についての説明

･DDAコロニー･シャナクプリ調査

El本大使館 ･堀内公使,宮永一等書記官,UNFPA西村元延氏と調査につ

いて協議

･ファリタバ- 卜･カウンターパート

Mr.SubashVerma,Mr.RaltnderSlngh,Mr良.C.Sharma.MrM.K

Luthraと打合せ

･調査アシスタントGandhtMemorlalPubIICSchool,Mrs.Prakashと打

合せ

･lndtlStrlllITralnlnglnstltute(職業訓練校)視察

･ファリグハード地区調査

･Mr.B.R.0jha,OrganlZlngSecretaryofHaryanaPradeshCongress

Commltteeと協議

･ファリダ-ー ト･CentralSchool視察

IDuptyMlnlStryOfflCe,NareshGulatl,ChiefAdmlnlStratOrに,ファ

リダバード都市開発概要説明

･ESlHospltal視察

Dr.S氏.1YaJl,MedicalSuperlntendant

･ファリダバード 地区調査

･ファリダバード 地区調査

･現地調査団長 ･嵯峨座晴夫先生帰国
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調 査 概 容

23Ef 胴)

28日 出

･ファリタ--ト地区調査

IGanがItMemorlalPublICSchoolにて FarelVeltFunction

･CentralStatlSttSttCatOrganlZat10n

Dr.S.N,Ray.ChiefExecutlVeOrl1cc1.にNat10natSampleSurveyにつ

いての概況説明

IlnstltuteOfEconomicGroWtll

図書資料室にて Farldabadに関する資料収集

･DDA･シャナクプリ地区調査

･DDA･ジャナクプリ施設等確認のための巡検

･日本大使館 ･堀内公使招待夕食会

･テリー発

･成田着
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第6章 調査票サンプル
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調査票サンプル
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▼ゞ二王:壬 L.T.a I-Geこ'/n･.CnlC'Jhaye引VPrL

くつ) '-krJ=aエT I.ll:王r三Z;deIOUhaveコGU7
15とateとheユUZ)PerMLchTldT_all

sOコSud datzホters

l
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調査票サンプル

(!0)CoJCUJantコOreCEtHdrenthanyouhatenotL1

zencりCle,Jlth叩PlicabtehuE]beraJldstatereasonltarL7
,yes reaSOr1

2.Ilo reaSOZl
(1.1.)HQtL=an7ChHdrenateideal EELIQurOPlniozl?

ls:ユieL,).enu〇berotchHdleT)sonsanddau昔hte†S

(:2).no∫ouprefersonstodaughters?暮e.ICHCle･Jlthappticalolenuロberandstatercaso71ifanyI,yesreason2.noreasozl(!3)ArcTOuPは1:i.1Cln名faEnlyplanTLlngTIOV7事enclrClevHh叩PticabtenuE]berl.IIJIZ)I+rIulJttOJlh.ll2.zl0-enterquestionNo.15(日)uyes,SincerJhenareJOtJp†aCtlci哨Ea8日yplannirlS7暮statetheperiodof7ea†yearsa呈0(15)lf恥haTCICue†.erPraCtlC8(aD‖ypla71TLi71号7IeTICHCle.)lthappHcablezlu的eraridstatethereasoTLtOdoso.1.Je5reaSOTL2.noTeaSOn(ほ)If70uarepracticingfaznllJplamlTLg.WhatkindotヨethoddoyouaCC叩t11.3teTHtzation
2.F‖I3.!UD4.condoE)5,others(17)F†Cコ･JAe†ed=ougetinfomtionandtoolsot如It=lanntnS?terlCiECleylthappIScablenuロb8rl.prl出rlhealthcenter
2.ptlblicclinicつ.pubHctntoIz:ationpaperothers(specH7J(18)lnlOurOPlnlOn.ho" ucheducationdoesaboyfroz" t的111Suchas78urSneedh getalong

;rltherJOrtdthesedalS7

1.p-iz:art

2.secondaけ

3.unlYerSH7

4.others

2
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;-i'tま=th lコ10urClTCuES;anCe5ueretOeducatesonstothis一evel,リOutdltbef… ly

e三門 eCCここ=1Cally.so=eL･:nataburcten.ゥrheayybtHこen7

'e:I.TCle,JlthappHcablezIU=〇er

f王.:1ye王SF

喜';;;:;n;;.,:e:u.'= ｢ ente'ques州 0.20

′【M zfヲC.1旭Veま ht亡el.sta･LethereasonLヽUノ

Ts二王tel.IRE･eas〇Z:

(2:)AH ねこaJ;eVOW;ayousayscrlSuSuaHybeglZlhelptoparentl

】e:･V'r〇ZevHhappllCatleTZU=beTandentertheage

三.五言モ･ yearSqld

2 T.きTE･hel5

L'22,I7:;eU.'C,ZE加 ､h〇vmChe山cBt10mdoesa昔I‖ frozlahET‖ysuchasyour昏needtoget

a:C=gI:tl.eI,Crは thesedays1

1eコCiTClevlてh叫PtlCablerluaber

?.'.1=まT,Y

2.sec〇〇dIr7

3.u=lVerfity

(.others

(:3) 'afaコHy;zIYOuT亡hcuコ5tlrlCeStLe†etO8ducatedaughterstothtsll,Yel.tLOulditbe

ねzrHleasyec〇コe=】CallT.SCユeVhtaburden.crheavybuTdez17

事与三〇1.:cleWithappHc亡blemめe†

ta‡‖ぎea5Y

….;;;:ly'n霊 ヲ三IJT三二 ｢enterqueタt仙 2'

(21):fFC: ..まVeabuTde･.stとtethereason

(2三)At.i-nit.age･JOuldyouSaydaughtersusuaHybeglnhe一ptopAre山?

･そこ;】TClevl:happTZcab!enuE]beTad ezltertheASe

!.age: yea†SOld

空.T.everhelp
(2;)ATEaコ･.ICflCU†Chiほrenvo†kl喝 hrE:Cney7

le.lClrClevtth叩pltcA-D]em=bBr

.yes

2.7)O

3
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調査票サンプル

く:I;:=プ:しき,?皇C:17;･1:Ch=dre〇三〇cor･t:IbtJtetOyourhousehold･Jhentheystartt10lkl887

･eコこ･::!eLlthatcHCa〇leコU:;'oer?

yeS

(:ミ)'･r'･.I:=三ま-I3:flnaニ:..alsu叩Crtdc''Oui.hlnkyouvlH hayetlh的 yOU andyourpartZlerare

〇:三.cTC五二コCIc.TlgeTVOrkfcranyCtheTreason?

te:〇:.'C1.皇 'JZthap〇日.Cablenu=〕el

,he:Ifrc=chHdrcn

2,ne!pfro三Ctherfa引17

3.saytロS/lZlr,CEefTCZltUSlneSSfarEJOrOtherprOPZUty

く.pet:slon/scci8ZsecuTZty

Oこ..eTS(speclrfy

(29)LETleZlyouareOld,deyouexpecttorelyCnyOtlTChHdren to fiDaEeiAlsupport1

7eコ=lr〇Ze山th叩PHclbIemEbeI

1.greまtdea一

2.Cコ】YaH･.tie

3 コOtatall

Ls(thefe=王1.es･LニtElehouse'rlOld

くま):=d･⊂五三erekHCコShlpofhotlSehold:

◎ N'aコe8tlulereSPOコdent:

(38)Dは ycuリ01kforp叩 OrPTOFtL.dllrミロgthetaskyeaT7

1eD;lTCZevithiPCHCablem的er

qucstlonNQ.3land恥.32

-..1亡

(31.)1kJicesyourPartnerfe8laboutyctlrrJ0†ki=gforpayOrP†Oflt?

te=cl:CZ皇 ･JIthappHeablemEbeT

I tつP;0■Je

AL 51SaPPrCVe(日 aJly.Sta一ethereason

3.C･,.1き-(speclfy

(32)rJc.1己 IGuh8Ylnga/aT.QtherとabTJ=さ1i= tlロCOr.Venicntfor70utOVOlk?

te;cH:!evlthaPOHcableTZU□ber

l.yes

2.Ilo
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(33)HoH ou)d)ourp丘ttneTtee)aboutit,ifSOUWeretOtakeajob?

leTLCHClevlthapplicabtenuober

l.approTe

2.dis叩PrO†e(ifan7.Statethereason

otheIS (叩eCul

(34).JhatlS!OurattltudetowdsyoDenVOrk川8Outsidethehoロe?
･enclrClevlthapplicablenuz:beI

l.叩prOIe (ifとnl.Statethereason

2dlSaPPrOYe(lfany.5はtethereason

a,otheTS (specIFT

(35)AI=OuInterestedinl川dinsyorkウ
暮enciTCteVlt-n叩PricablemlDbeI

L!es

2.ロ0

3.others (specify
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調査票サンプル

5 Asl':the=1名ratlOnhlStOfllotheheadofhousehold

(.YISraA.lenaean= hangeofresldenceforE;Oreth的 SizI:OnlhS)

暮enteT ale.phce,†edSOnandasststanceateachstageof8t名ntioJlaccordingtothe

z)oteaTLdcodtLlg.

(1) (1) く4) (5)

aSe place ーCaS

OnhOZ3 0to !eaーS StateNo.l rljral2.ur

banfro8 yearStO - years Stateーl○,i.川rAl- ●

2.urbanfrOzB- yearst｡ yeaーS StatON0,I.

川ー&tu2.tHtIarLrroL3to - ,earsyears StateN○,

1.ーuーalー .■2.1JーbahfrOJ3 yearSt0 - 7eaー

S S12teTZO.ruーat-uーb8npresentresidence EーOE3- .7的rSt○ 7紬rS Sta

te伽.l ruーat2:uーbanNoteandcodins(i)pkce:encHClevtthaPPticab】enllE)be一〇fSh

tehttOtheaboyetablel.brbl lDtJr(3)2,UttalPradesh
8.PunJ'ab-他門ana 4.8lh丘r 5.JhjろStharLS.xadh7aPr8desh 7.リ

estemStatesandI)Ts 8.E85ternStatesa9.S

outhernStatesandUTs 10,FoTet印ColjZIHes(2)†ulaloTu†b aれ:eTICirclev

lth叩PHlcablemElberl.ruT8t2.urban(3)v九tchparti
TLDe一hi:eTLC盲rcteWithappIIcabhTtUElberl.oldDethi 2.Ne

wDelhl' 8.otherDT)AcolonF 4.川raZDe一hi(4)reason:enteTqpPHcab
lentJ5beTOHhereasoTLintotheaboMtab一eLEa

rH'ase 2.foHoyedparent/faE8日一3.JOB/… noコicre8507t(OtherthaTltraTLSteI) 4,tTa

nSEer5.edtJCとtiOn 6.others(5)とCquaintance:didyotJ
hさ†eany8CqUajnh71CebeforecoDiTLlhere?1,faBHJ 2.(ela
thes 3.cozwunltYLBenbe-S 4,neighboll【SS.Erlends 6.noone(tndependentll)
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